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(57)【要約】
【課題】本発明の目的は、ブルーフェーズ型液晶表示装置のコントラスト及び、明所での
視認性を改善することを目的としている。
【解決手段】液晶セルの両側に偏光板を有する液晶表示装置において、該液晶セルには、
電界を印加しないときに光学的等方性を示し、電界を印加するとその大きさに応じて光学
的異方性を発現する液晶媒質が封入されており、該偏光板は偏光子を２枚の偏光板保護フ
ィルムによって挟む構造を有しており、該偏光板保護フィルムの少なくとも１枚が、透明
フィルム基材とハードコート層を有し、且つ該透明フィルム基材の内部ヘイズが１０～６
０％であり、該ハードコート層の表面ヘイズが１．０～１５％である防眩性ハードコート
フィルムであることを特徴とする液晶表示装置。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
液晶セルの両側に偏光板を有する液晶表示装置において、該液晶セルには、電界を印加し
ないときに光学的等方性を示し、電界を印加するとその大きさに応じて光学的異方性を発
現する液晶媒質が封入されており、該偏光板は偏光子を２枚の偏光板保護フィルムによっ
て挟む構造を有しており、該偏光板保護フィルムの少なくとも１枚が、透明フィルム基材
とハードコート層を有し、且つ該透明フィルム基材の内部ヘイズが１０～６０％であり、
該ハードコート層の表面ヘイズが１．０～１５％である防眩性ハードコートフィルムであ
ることを特徴とする液晶表示装置。
【請求項２】
前記防眩性ハードコートフィルム上に直接または他の層を介して低屈折率層が設けられて
いることを特徴とする請求項１に記載の液晶表示装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は液晶表示装置に関し、より詳しくは電界を印加しないときに光学的等方性を示
し、電界を印加するとその大きさに応じて光学的異方性を発現する方式の液晶表示装置で
あって、特にコントラスト及び明所での視認性を著しく改善した液晶表示装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、液晶表示装置は広く普及を果たしているものの、性能面で優れる他方式のディス
プレイが提案されてきている。具体的には有機ＥＬディスプレイの台頭が挙げられる。有
機ＥＬディスプレイは、その応答速度の速さに起因して優れた動画特性が得られ、斜め方
向から見たときでも高いコントラストを維持し、また暗い表示から明るい表示まで幅広い
明るさの中で色再現領域が殆ど変わらないなど、性能面で液晶表示装置に対し差別化要素
を持っている。このような状況から、これからの液晶表示装置開発には、他方式ディスプ
レイに見劣りしない更なる性能向上が求められている。
【０００３】
　このようなコスト、性能への要請に対し、最近では革新的な液晶表示素子の開発の動き
が活発化している。特許文献１や特許文献２に開示されているブルーフェーズ液晶モード
がその典型である。この新モード液晶の実際のパネルは、サムスン電子社からＳＩＤ２０
０８で公開されている。このモードの特徴としては、液晶を並べるための配向膜を必要と
しないこと、電界を印加しない状態で光学的に等方であり、電界を印加するとその大きさ
に応じて光学的異方性を発現する方式であることより、異方性を補償する位相差フィルム
を必要としないこと、更にはマイクロ秒オーダーの高速応答が可能なこと、バックライト
にＲＧＢ各色のＬＥＤ光源を使い、これらを順次高速で点滅させるフィールドシーケンシ
ャル方式と組み合わせることにより、カラーフィルターも不要となる可能性があること、
など優れた性能を有する液晶表示装置である。（非特許文献１、非特許文献２参照。）。
【０００４】
　しかしながら、このモードは、コントラスト、特に明所での視認性を改善する課題があ
った。例えば、駅構内などの公共施設に設けられたデジタルサイネージと呼ばれる液晶表
示装置は今後益々ニーズが高まると言われているが、日中の屋外でも十分な視認性がある
ことが要求されている。
【特許文献１】特開２００５－２３４５４１号公報
【特許文献２】特開２００６－９９０３８号公報
【非特許文献１】菊池裕嗣、「高分子とキラル効果が広げる液晶の新しい世界　－等方性
液晶の異常Ｋｅｒｒ効果－」、液晶，第９巻，第２号，ｐ８２－９５，２００５年
【非特許文献２】Ｅｒｉｃ　Ｇｒｅｌｅｔ、ほか３名　“Ｓｔｒｕｃｔｕｒａｌ　Ｉｎｖ
ｅｓｔｉｇａｔｉｏｎｓ　ｏｎ　Ｓｍｅｃｔｉｃ　Ｂｌｕｅ　Ｐｈａｓｅｓ”，ＰＨＹＳ
ＩＣＡＬ　ＲＥＶＩＥＷ　ＬＥＴＴＥＲＳ，Ｔｈｅ　Ａｍｅｒｉｃａｎ　Ｐｈｙｓｉｃａ
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ｌ　Ｓｏｃｉｅｔｙ，２３　ＡＰＲＩＬ　２００１，ＶＯＬＵＭＥ　８６，ＮＵＭＢＥＲ
　１７，ｐ．３７９１－３７９４
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　従って本発明の目的は、ブルーフェーズ型液晶表示装置のコントラスト及び、明所での
視認性を改善することを目的としている。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明の上記課題は以下の構成により達成される。
【０００７】
　１．液晶セルの両側に偏光板を有する液晶表示装置において、該液晶セルには、電界を
印加しないときに光学的等方性を示し、電界を印加するとその大きさに応じて光学的異方
性を発現する液晶媒質が封入されており、該偏光板は偏光子を２枚の偏光板保護フィルム
によって挟む構造を有しており、該偏光板保護フィルムの少なくとも１枚が、透明フィル
ム基材とハードコート層を有し、且つ該透明フィルム基材の内部ヘイズが１０～６０％で
あり、該ハードコート層の表面ヘイズが１．０～１５％である防眩性ハードコートフィル
ムであることを特徴とする液晶表示装置。
【０００８】
　２．前記防眩性ハードコートフィルム上に直接または他の層を介して低屈折率層が設け
られていることを特徴とする前記１に記載の液晶表示装置。
【発明の効果】
【０００９】
　本発明によれば、ブルーフェーズ型液晶表示装置のコントラスト及び、明所での視認性
を改善することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１０】
　以下本発明を実施するための最良の形態について詳細に説明するが、本発明はこれらに
限定されるものではない。
【００１１】
　本発明において、電界を印加しないときに光学的等方性を示し、電界を印加するとその
大きさに応じて光学的異方性を発現する液晶媒質が封入されている液晶セルとは、ブルー
フェーズ型液晶セルと同義である。
【００１２】
　本発明に係る防眩性ハードコートフィルムを用いることで、該ブルーフェーズ型液晶セ
ルを有する液晶表示装置の課題であるコントラスト及び、特に明所での視認性を著しく改
善できる。本発明の防眩性ハードコートフィルムは、透明フィルム基材として高い内部ヘ
イズを有することが特徴である。本発明の効果が得られる理由としては、従来のハードコ
ート層のみで防眩性を付与するよりも、表面散乱と内部散乱の機能を分離し、内部散乱機
能を主に透明フィルム基材に持たせることで、ブルーフェーズ型液晶セルに起因する光の
散乱によるによるコントラストの低下、明所での視認性の低下を著しく抑制し、視認性が
向上するものと推察される。
【００１３】
　＜液晶セル＞
　本発明の液晶セルは、電界を印加しないときに光学的等方性を示し、電界を印加すると
その大きさに応じて光学的異方性を発現する液晶媒質が封入されている液晶表示素子であ
る。
【００１４】
　ここで媒質とは、液晶セルに封入されている液晶分子をいう。
【００１５】
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　ＴＮ方式、ＶＡ方式およびＩＰＳ方式に代表される従来の液晶表示素子では、電界無印
加時でも媒質である液晶分子が何らかの方向に配向しており、電圧を印加することによっ
てその配向方向を変化させて表示（透過率の変調）を行っている。
【００１６】
　すなわち、従来の方式では、液晶セルに封入されている、媒質である屈折率楕円体の形
状は変化しないが、屈折率楕円体の主軸方向が電界印加によって回転（変化）することを
利用して表示を行っている。また、電界無印加時と電界印加時とで、屈折率楕円体の形は
ほぼ変わらない。
【００１７】
　つまり、従来の液晶表示素子では、液晶分子の可視光以上における配向秩序度は一定で
あり、配向方向を変化させることによって表示（透過率の変調）を行っている。
【００１８】
　これに対し、本発明の液晶表示装置では、媒質である屈折率楕円体の形状は、電界印加
によって変形し、その電界の強弱により変形程度を変化させることを特徴とする。
【００１９】
　したがって、従来の液晶表示装置のように、液晶固有の粘度が応答速度に大きく影響す
るといった問題がなく、高速応答を実現することができる。
【００２０】
　また、媒質における光学的異方性の程度の変化を利用して表示を行うので、より広視野
角特性を実現することができる。
【００２１】
　本発明の媒質は、印加する電界の程度により、光学的異方性を変化させるものであれば
よく、好ましくは、電界無印加時または電界印加時において球状となるものであり、さら
に好ましくは、電界無印加時に球状となり光学等方性であるものである。
【００２２】
　すなわち、電界無印加時には光学的に等方（ｎｘ＝ｎｙ＝ｎｚ、可視光以上における配
向秩序度＝０（配向秩序度が、可視光波長域および可視光波長域より大きい波長の光に対
して何ら影響を与えない程度に小さい））であり、電圧を印加することによって光学的異
方性（ｎｘ＞ｎｙ、可視光以上における配向秩序度＞０（配向秩序度が、可視光波長域お
よび可視光波長域より大きい波長の光に対して影響を与える大きさ））が発現して、屈折
率楕円体が楕円になる（光学的異方性を示す）。
【００２３】
　ここで等方であるとは、理想的にｎｘ＝ｎｙ＝ｎｚということであって、実質的には、
各々が±１０％以内の範囲であれば等方と判断することができる。
【００２４】
　なお、上記ｎｘ、ｎｙ、ｎｚは、それぞれ、基板面に平行な方向（基板面内方向）でか
つ基板面に設けられた電極の対向方向の主屈折率、基板面に垂直な方向（基板法線方向）
の主屈折率、基板面に平行な方向（基板面内方向）でかつ電極の対向方向に垂直な方向の
主屈折率を表している。
【００２５】
　また、上記電界印加時の屈折率楕円体の長軸方向は、電界方向に対して平行（誘電異方
性が正の媒質の場合）、または、垂直（誘電異方性が負の媒質を用いる場合）となること
が好ましい。
【００２６】
　このように、本実施の形態にかかる表示素子は、光学的異方性の方向は一定（電界印加
方向は変化しない）で例えば可視光以上における配向秩序度を変調させることによって表
示を行う。
【００２７】
　すなわち、本実施の形態にかかる表示素子では、媒質そのものの光学的異方性（または
可視光以上における配向秩序度）の程度が変化し、従来の液晶表示素子とは表示原理が大
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きく異なっているものである。
【００２８】
　この技術については、特許文献１、２に詳しく記載されている。また、この技術の典型
であるブルーフェーズ液晶方式を使用したとされる試作品のパネルが、サムスン電子（株
）からＳＩＤ２００８において公開されている。
【００２９】
　＜防眩性ハードコートフィルム＞
　本発明に用いられる防眩性ハードコートフィルムは、透明フィルム基材の内部ヘイズが
１０～６０％であり、該ハードコート層の表面ヘイズが１．０～１５％であることを特徴
とする。
【００３０】
　このような構成により、防眩性を維持し内部散乱によるギラツキを生じることなく画像
の鮮鋭性を改善し、視認性を向上することができる。
【００３１】
　透明フィルム基材の内部ヘイズを１０～６０％とするためには、特に限定されるもので
はないが、例えば、平均粒径０．２μｍ以上２．０μｍ未満であって透明フィルム基材と
の屈折率差が０．０２以上０．３以下の粒子を透明フィルム基材に含有することにより達
成することが可能である。更に、透明フィルム基材の内部ヘイズは２５～４０％であるこ
とが好ましい。
【００３２】
　また、防眩性ハードコートフィルムの表面ヘイズを１．０～１５％とするためには、同
様に、例えば、予め表面に鋳型を押し当てて表面に凹凸を作製した透明フィルム基材にハ
ードコート層を塗設する方法、平均粒径２．０μｍ以上１０．０μｍ未満の粒子を含有し
延伸処理した透明フィルム基材にハードコート層を塗設する方法等がある。
【００３３】
　このように防眩性ハードコートフィルムの表面ヘイズを１．０～１５％とするために、
その下地である透明フィルム基材の表面構造を調整することも、コントラスト向上に有効
である。更に、防眩性ハードコートフィルムの表面ヘイズは２．０～１５％であることが
好ましい。
【００３４】
　また、ハードコート層には、平均粒径０．５～６μｍのフッ素含有アクリル樹脂粒子を
含有させることが好ましい。
【００３５】
　本発明でいう防眩性とは、フィルム基材表面に反射した像の輪郭をぼかすことによって
反射像の視認性を低下させて、画像表示装置等の使用時に、反射像の映り込みが気になら
ないようにするものである。
【００３６】
　〈透明フィルム基材〉
　本発明の透明フィルム基材のヘイズは、以下の手順で測定することができる。
（１）ＪＩＳ－Ｋ７１３６に準じてヘイズメーター（Ｔ－２６００ＤＡ、東京電色製）に
より、透明フィルム基材の全ヘイズ値（Ｈ）を測定する。
（２）本発明の透明フィルム基材の表面に、片面にアクリル系粘着剤が塗布された粘着剤
付ポリエチレンテレフタレートフィルムを貼り付け、貼付けたもの全体について、全ヘイ
ズ値Ｈ０を測定する。別途、アクリル系粘着剤が塗布された粘着剤付ポリエチレンテレフ
タレートフィルムのみの全ヘイズ値Ｈｔを測定し、先の測定したＨ０からＨｔを引いた値
を内部ヘイズ値Ｈｉとした。（Ｈｉ＝Ｈ０－Ｈｔ）
（３）上記（１）で測定した全ヘイズ（Ｈ）から上記（２）で算出した内部ヘイズ（Ｈｉ
）を引いた値をフィルムの表面ヘイズ（Ｈｓ）として算出する。（Ｈｓ＝Ｈ－Ｈｉ）
　本発明の透明フィルム基材は、一層以上であってもよい。例えば、２層以上を共流延し
たものであってもよいし、あとで貼合したものであってもよい。
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【００３７】
　透明フィルム基材の屈折率は、ＪＩＳＫ－７１４２－１９９６のＡ法（アッベ屈折計を
用いる方法）で測定することができる。
【００３８】
　（透明フィルム基材を形成する樹脂）
　本発明の透明フィルム基材を形成する樹脂としては、製造が容易であること、防眩性ハ
ードコート層との接着性が良好である、光学的に等方性である、光学的に透明であること
等が好ましい要件として挙げられる。
【００３９】
　上記の性質を有していれば特に限定はないが、例えば、セルロースジアセテートフィル
ム、セルローストリアセテートフィルム、セルロースアセテートプロピオネートフィルム
、セルロースアセテートブチレートフィルム等のセルロースエステル系フィルム、ポリエ
ステル系フィルム、ポリカーボネート系フィルム、ポリアリレート系フィルム、ポリスル
ホン（ポリエーテルスルホンも含む）系フィルム、ポリエチレンテレフタレート、ポリエ
チレンナフタレート等のポリエステルフィルム、ポリエチレンフィルム、ポリプロピレン
フィルム、セロファン、ポリ塩化ビニリデンフィルム、ポリビニルアルコールフィルム、
エチレンビニルアルコールフィルム、シンジオタクティックポリスチレン系フィルム、シ
クロオレフィンポリマーフィルム（アートン（ＪＳＲ社製））、ゼオネックス、ゼオノア
（以上、日本ゼオン社製）、ポリビニルアセタール、ポリメチルペンテンフィルム、ポリ
エーテルケトンフィルム、ポリエーテルケトンイミドフィルム、ポリアミドフィルム、フ
ッ素樹脂フィルム、ナイロンフィルム、ポリメチルメタクリレートフィルム、アクリルフ
ィルムまたはガラス板等を挙げることができる。
【００４０】
　中でも、セルロースエステル系フィルム、ポリカーボネート系フィルム、ポリスルホン
（ポリエーテルスルホンを含む）系フィルム、シクロオレフィンポリマーフィルムが好ま
しく、セルロースエステル系フィルムが特に好ましい。
【００４１】
　これらのフィルムは、溶融流延製膜で製造されたフィルムであっても、溶液流延製膜で
製造されたフィルムであってもよい。
【００４２】
　中でも、アセチル基の置換度をＸ、プロピオニル基またはブチリル基の置換度をＹとし
た時、ＸとＹが下記の範囲にあるセルロースエステルフィルムを用いるのが、好ましい。
【００４３】
　　　２．３≦Ｘ＋Ｙ≦３．０　　　０．１≦Ｙ≦２．０
特に、２．５≦Ｘ＋Ｙ≦２．９　　　０．３≦Ｙ≦１．２　　であることが好ましい。
【００４４】
　アシル基の置換度の測定方法はＡＳＴＭ－Ｄ８１７－９６の規定に準じて測定すること
ができる。
【００４５】
　以下、好ましい透明フィルム基材であるセルロースエステルフィルムについて詳細に説
明する。
【００４６】
　セルロースエステルの数平均分子量は、５００００～２５００００が、成型した場合の
機械的強度が強く、かつ、適度なドープ粘度となり好ましく、さらに好ましくは、８００
００～１５００００である。
【００４７】
　セルロースエステルフィルムは、一般的に溶液流延製膜法と呼ばれるセルロースエステ
ル溶解液（ドープ）を、例えば、無限に移送する無端の金属ベルトまたは回転する金属ド
ラムの流延用支持体上に加圧ダイからドープを流延（キャスティング）し製膜する方法で
製造される。
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【００４８】
　上記の良溶媒の中でも溶解性に優れるメチレンクロライド、あるいは酢酸メチルが好ま
しく用いられる。
【００４９】
　上記有機溶媒の他に、０．１～４０質量％の炭素原子数１～４のアルコールを含有させ
ることが好ましい。特に好ましくは５～３０質量％で前記アルコールが含まれることが好
ましい。
【００５０】
　これらは上記のドープを流延用支持体に流延後、溶媒が蒸発を始めアルコールの比率が
多くなるとウェブ（ドープ膜）がゲル化し、ウェブを丈夫にし流延用支持体から剥離する
ことを容易にするゲル化溶媒として用いられたり、これらの割合が少ない時は非塩素系有
機溶媒のセルロースエステルの溶解を促進したりする役割もある。
【００５１】
　メチレンクロライドの代わりに酢酸メチルを用いることもできる。このとき、冷却溶解
法によりドープを調製してもよい。
【００５２】
　セルロースエステルフィルムには、下記のような可塑剤を含有するのが好ましい。可塑
剤としては、例えば、リン酸エステル系可塑剤、多価アルコールエステル系可塑剤、フタ
ル酸エステル系可塑剤、トリメリット酸エステル系可塑剤、ピロメリット酸系可塑剤、グ
リコレート系可塑剤、クエン酸エステル系可塑剤、ポリエステル系可塑剤、脂肪酸エステ
ル系可塑剤、多価カルボン酸エステル系可塑剤、ピラノース構造またはフラノース構造の
少なくとも１種を１個以上１２個以下有しその構造の水酸基のすべてもしくは一部をエス
テル化したエステル化合物等を好ましく用いることができる。
【００５３】
　その他、延伸方向に対して負の配向複屈折性を示す重量平均分子量が５００以上３００
００以下であるアクリルポリマー（この表現には、アクリルオリゴマーも含むものとする
。）を含有することが好ましい。
【００５４】
　該ポリマーの重量平均分子量が５００以上３００００以下のもので該ポリマーの組成を
制御することで、セルロースエステルと該ポリマーとの相溶性を良好にすることができる
。
【００５５】
　セルロースエステルフィルム中の上記可塑剤の総含有量は、固形分総量に対し、５～２
０質量％が好ましく、６～１６質量％がさらに好ましく、特に好ましくは８～１３質量％
である。
【００５６】
　また、２種の可塑剤の含有量は各々少なくとも１質量％以上であり、好ましくは各々２
質量％以上含有することである。
【００５７】
　多価アルコールエステル系可塑剤は、１～１５質量％含有することが好ましく、特に３
～１１質量％含有することが好ましい。
【００５８】
　（ヘイズを付与するために用いられる粒子）
　透明フィルム基材の内部ヘイズを調整するために、平均粒径０．２μｍ以上２．０μｍ
未満であって透明フィルム基材との屈折率差が０．０２以上０．３以下の粒子を使用する
ことが好ましい。本発明の効果を得るためには、本来０．０２以上の屈折率差があればよ
いが、実質的に供給可能な素材を考慮し０．３以下であることが好ましい。
【００５９】
　例えば、透明フィルム基材樹脂がトリアセチルセルロース（屈折率１．４８）の場合、
本発明において使用することができる粒子の素材としては、有機樹脂粒子として、ポリメ
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チルメタクリレート粒子（屈折率１．４９）、メチルメタクリレート－スチレン共重合体
粒子（屈折率１．５５）、メラミン樹脂粒子（屈折率１．５７）、ポリカーボネート粒子
（屈折率１．５８）、ポリスチレン粒子（屈折率１．５９）、ポリ塩化ビニル粒子（屈折
率１．６０）、フッ素含有アクリル樹脂粒子（屈折率１．４２）、ベンゾグアナミン・ホ
ルムアルデヒド縮合物（屈折率１．６６）、メラミン・ホルムアルデヒド縮合物（屈折率
１．６６）などが挙げられ、無機粒子としては、アモルファスシリカ粒子などが挙げられ
る。
【００６０】
　これらの粒子は、エポスターＳ１２（１．５μｍ、１．６６）、エポスターＳ６（０．
４０μｍ、１．６６）、エポスターＳ（０．２μｍ、１．６６）、シーホスターＫＥ－Ｐ
１０（０．１１μｍ、１．４３）、シーホスターＫＥ－Ｐ３０（０．３１μｍ、１．４３
）、シーホスターＫＥ－Ｐ５０（０．５９μｍ、１．４３）、シーホスターＫＥ－Ｐ１０
０（１．１５μｍ、１．４３）、シーホスターＫＥ－Ｐ１５０（１．５８μｍ、１．４３
）（以上、（株）日本触媒製）、ケミスノーＭＰ（０．５μｍ、１．４９）（綜研化学（
株）製）等が市販されている。なお、（）内は（平均粒径、５９０ｎｍでの屈折率）を表
す。
【００６１】
　これらの粒子は、透明フィルム基材樹脂に対して、０．１～３０質量％の範囲含有する
ことができ、その量、種類を適宜選択することにより透明フィルム基材での内部ヘイズ、
屈折率差を調整することができる。
【００６２】
　粒子の平均粒径は、走査電子顕微鏡（ＳＥＭ）等による電子顕微鏡写真から計測するこ
とができる。
【００６３】
　具体的には当該粒子を含む試料の顕微鏡写真（１０００倍透過モード）を撮影し、この
写真に写った粒子の直径を画像処理装置ＬＵＺＥＸ－III（ニレコ社製）で１０００個測
定し、その平均値を算出して平均粒径とした。以下、本発明の粒子の平均粒径は、この測
定方法を使用した。
【００６４】
　粒子の屈折率は、ＪＩＳＫ－７１４２－１９９６のＢ法（顕微鏡を用いる液浸法：ベッ
ケ線法）で測定することができる。
【００６５】
　また、防眩性ハードコートフィルムの表面ヘイズを調整するために平均粒径２．０μｍ
以上１０．０μｍ未満の粒子を使用することが好ましい。
【００６６】
　平均粒径２．０μｍ以上１０．０μｍ未満の粒子としては、有機樹脂粒子、無機粒子の
いずれも使用することができる。
【００６７】
　有機樹脂粒子としては、ポリメチルメタクリレート粒子、メチルメタクリレート－スチ
レン共重合体粒子、メラミン樹脂粒子、ポリカーボネート粒子、ポリスチレン粒子、ポリ
塩化ビニル粒子、フッ素含有アクリル樹脂粒子、ベンゾグアナミン・ホルムアルデヒド縮
合物、メラミン・ホルムアルデヒド縮合物などが挙げられ、無機粒子としては、アモルフ
ァスシリカ粒子等が挙げられる。
【００６８】
　これらの粒子は、エポスターＭ０５（５μｍ）、エポスターＭ３０（３．３μｍ）、エ
ポスターＳＣ４（３．５μｍ）、エポスターＭ１００２（２．５μｍ）、エポスターＭ１
００４（４．５μｍ）、エポスターＭ１００６（６μｍ）、エポスターＭ１０１０（１０
μｍ）、エポスターＧＰＨ７０（７μｍ）、エポスターＹＳ６０（６μｍ）、シーホスタ
ーＫＥ－Ｐ２５０（２．５μｍ）（以上、（株）日本触媒製）、ケミスノーＭＸ（３μｍ
）ケミスノーＭＲ（１０μｍ）（以上、綜研化学（株）製）、テクポリマーＭＢＸ５（５
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μｍ）、テクポリマーＳＢＸ６（６μｍ）（以上、積水化成品工業（株）製）等が市販さ
れている。
【００６９】
　〈その他の添加剤〉
　本発明の透明フィルム基材には、紫外線吸収剤、酸化防止剤、熱劣化防止剤等の通常使
用される添加剤を添加することができる。
【００７０】
　（予め表面に鋳型を押し当てて表面に凹凸を作製する方法）
　本発明で好ましく使用することができる予め表面に鋳型を押し当てて表面に凹凸を作製
する方法としては、特開２００５－１５６６１５号に記載の方法を挙げることができる。
【００７１】
　図１は、鋳型ロールを用いた凹凸面形成装置の概略図である。予め調液された熱可塑性
樹脂溶液をダイス１より流延用ベルト２上に流延し、ウェブ（金属支持体上にドープを流
延した以降の残留溶媒を含むフィルムをウェブと言う）を形成し、剥離後凹凸面形成用鋳
型ロール３及びそれと対向したバックロール４によりウェブ上に凹凸面を形成する。
【００７２】
　その後テンター５によりウェブは延伸され、次のフィルム乾燥装置６により乾燥され、
巻き取りロール７により巻き取られる。
【００７３】
　凹凸面形成用鋳型ロール３及びそれと対向したバックロール４（用いない場合もある）
をテンター後、フィルム乾燥装置内、フィルム乾燥装置出口に配置することもできる。
【００７４】
　凹凸面形成用鋳型ロール３及びそれと対向したバックロール４を複数箇所に配置するこ
とも好ましい。また、鋳型ロール３は２種以上若しくは２個以上を１セットとして使用す
ることが出来る。
【００７５】
　また、本発明では鋳型による凹凸加工は製膜工程内で行うことが好ましい。製膜工程で
一旦巻き取られたフィルムを別のラインで鋳型で加工する場合と比較して、鋳型による凹
凸加工前にゴミや異物の付着する危険性が低く、故障が減るため好ましいだけでなく凹凸
も形成し易い。
【００７６】
　複数の鋳型ロールを用いると凹凸をより均一に、またランダムに形成することが出来、
また複雑な凹凸形状を形成することが出来る。
【００７７】
　２つ以上の鋳型ロールを用いて、凹凸を形成する際は、該鋳型ロール表面の温度を１℃
以上異なる温度として凹凸を付与することが好ましい。
【００７８】
　温度を変更することで凹凸の形状を制御することが出来る。例えば、温度を上げること
でよりＲａが大きい凹凸を形成することが出来る。
【００７９】
　本発明の凹凸面形成に用いられる鋳型ロールとしては、凹凸が細かいもの、粗いものま
で、適宜選択して適用でき、模様、マット状、レンチキュラーレンズ状、球面の一部から
なる凹部または凸部、プリズム状の凹凸を形成するための鋳型が規則正しくもしくはラン
ダムに配列されたものが使用出来る。
【００８０】
　例えば、凸部または凹部の直径が５～１００μｍ、高さが０．１～２μｍの球の一部か
らなる凹部または凸部等が挙げられるが、これらは大きな凹凸と小さな凹凸を組み合わせ
てもよい。
【００８１】
　大きな凹凸面形成用鋳型ロールの周りに小さな複数のバックロールを配置したもの、逆
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に大きなバックロールに対し小さな凹凸面形成用鋳型ロールを配置することも出来る。
【００８２】
　鋳型ロール及びバックロールの材質は、金属、ステンレス、炭素鋼、アルミニウム合金
、チタン合金、セラミック、硬質ゴム、強化プラスチックまたはこれらを組み合わせた素
材などが使用できるが、強度の点や加工のし易さの点から鋳型ロールは金属が好ましい。
【００８３】
　特に洗浄のし易さ、耐久性も重要であり、ステンレス製の鋳型ロールを使用することが
好ましい。また、表面に撥水もしくは撥水加工を施してもよい。
【００８４】
　鋳型ロールに所望の凹凸面を形成する方法としてはエッチングによる方法、サンドブラ
ストによる方法、機械的に加工する方法または金型等を使用して形成することが出来る。
バックロールとしては硬質ゴムまたは金属が好ましく用いられる。
【００８５】
　また、鋳型ロール及びバックロールの偏芯は５０μｍ以内であることが好ましく、２０
μｍ以内が更に好ましく、０～５μｍであることが更に好ましい。
【００８６】
　鋳型ロールの直径は５～２００ｃｍが好ましく、１０～１００ｃｍが更に好ましく、１
０～５０ｃｍが特に好ましい。
【００８７】
　本発明において鋳型ロールの表面温度Ｔ１は、用いる熱可塑性樹脂の熱変形温度Ｔ２に
対してＴ２＋１０℃～Ｔ２＋５５℃、好ましくはＴ２＋３０℃～Ｔ２＋５０℃とであるこ
とが好ましい。なお、熱変形温度Ｔ２とは、ＡＳＴＭＤ－６４８に従って測定した値であ
る。
【００８８】
　鋳型ロールの表面温度Ｔ１が熱変形温度Ｔ２より低いと微細な凹凸形状が形成しにくく
なる。表面温度Ｔ１が熱変形温度Ｔ２よりも５５℃を超えると得られるフィルムの平面性
が劣化しやすくなる。
【００８９】
　鋳型ロールの表面温度Ｔ１は、鋳型ロール自身の温度、雰囲気温度、凹凸を形成するフ
ィルム温度、フィルムの残留溶媒量、凹凸形成速度を設定することで制御することができ
る。
【００９０】
　鋳型ロール自身の温度は鋳型内に温度制御された気体もしくは液体の媒体を循環させる
ことで制御することが出来る。例えば、４０～３００℃、好ましくは、５０～２５０℃の
範囲で樹脂の種類や形成する凹凸形状に応じて選択される。
【００９１】
　その時、フィルム中の残留溶媒が発泡しないようにすることが好ましく、鋳型ロールの
表面が例えば残留溶媒の沸点以上の温度であっても、凹凸を形成する速度が速ければ発泡
を防ぐことが出来る。例えば１０ｍ／ｍｉｎ以上の速度で凹凸を形成することが出来る。
【００９２】
　バックロールの温度も同様に制御することが好ましく、鋳型ロールと同等か低い温度に
設定することが好ましい。
【００９３】
　凹凸を形成する際のロール圧力は、線圧で５～５００Ｎ／ｃｍ、更に好ましくは３０～
５００Ｎ／ｃｍから熱可塑性樹脂の種類、形成する凹凸の形状、温度等を考慮して適宜決
定される。
【００９４】
　更に凹凸面形成の製造方法の好ましい態様を以下に示す。
【００９５】
　本発明では工程内で加熱された透明フィルム基材を室温まで戻すことなく、フィルム面
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に鋳型を押し当てて表面に凹凸を形成する製造方法、フィルムの製膜工程でフィルム面に
鋳型を押し当てて表面に凹凸を形成する前もしくは後にテンターで延伸し、長尺方向に延
伸した後フィルム面に鋳型を押し当てて表面に凹凸を形成する製造方法、製膜工程が溶液
流延方式であり、フィルム基材を有機溶剤に溶解したドープを平滑面を有する支持体上に
流延し、剥離可能となるまで支持体上で有機溶剤を揮発させた後剥ぎ取った平滑面を有す
るフィルムを乾燥する工程のいずれかで、フィルム基材面に鋳型を押し当てて表面に凹凸
を形成する製造方法、溶液流延製膜工程で、残留溶媒を含有するフィルム基材に鋳型を押
し当てて表面に凹凸を形成し、残留溶媒中の貧溶媒比率が１０質量％以上のときに鋳型に
より凹凸を形成する製造方法、フィルム面に鋳型を押し当てて表面に凹凸を形成した後、
１００℃以上で熱処理する工程を有すること、共流延または逐次流延若しくは塗布によっ
て２層以上の多層構成としたフィルム基材に鋳型を押し当てて表面に凹凸を形成する製造
方法、鋳型による凹凸付与部の前もしくは後に除電装置を設ける製造方法、などが安定再
現良く凹凸面を形成する上で好ましい態様である。
【００９６】
　また、凹凸を形成する際のフィルムの搬送速度は１０ｍ／ｍｉｎ～１００ｍ／ｍｉｎが
好ましい。
【００９７】
　更に、本発明の透明フィルム基材に、平均粒径２．０μｍ以上１０．０μｍ未満の粒子
を含有し延伸処理することにより、その上に防眩性ハードコート層を設け、防眩性ハード
コートフィルムの表面ヘイズを１．０～１５％とすることも好ましい。
【００９８】
　延伸処理は、通常の１．０～３．０倍の縦延伸（搬送方向の延伸、ＭＤ延伸ともいう）
、１．０１～５．０倍の横延伸処理（搬送方向に直交する方向の延伸、ＴＤ延伸ともいう
）がいずれも使用することができ、横延伸処理することが好ましい。
【００９９】
　〈防眩性ハードコート層〉
　本発明の防眩性ハードコートフィルムは、透明フィルム基材の少なくとも一方の面に防
眩性ハードコート層を有し、且つ該防眩性ハードコート層の表面ヘイズが１．０～１５％
であることを特徴とする。
【０１００】
　表面ヘイズの測定は以下の手順に従って測定される。
【０１０１】
　ヘイズは２３℃、５５％ＲＨの空調室で２４時間調湿した各々試料１枚をＪＩＳ　Ｋ－
７１３６に従って、ヘーズメーター（ＮＤＨ２０００型、日本電色工業（株）製）を使用
して測定する。
（１）ＪＩＳ－Ｋ７１３６に準じてフィルムの全ヘイズ値（Ｈ）を測定する。
（２）フィルムの防眩性ハードコート層側の表面および裏面にシリコーンオイルを数滴添
加し、厚さ１ｍｍのガラス板（ミクロスライドガラス品番Ｓ　９１１１、ＭＡＴＳＵＮＡ
ＭＩ製）を２枚用いて裏表より挟んで、完全に２枚のガラス板とフィルムを光学的に密着
させ、表面ヘイズを除去した状態でヘイズを測定し、別途測定したガラス板２枚の間にシ
リコーンオイルのみを挟みこんで測定したヘイズを引いた値をフィルムの内部ヘイズ（Ｈ
ｉ）として算出する。
（３）上記（１）で測定した全ヘイズ（Ｈ）から上記（２）で算出した内部ヘイズ（Ｈｉ
）を引いた値をフィルムの表面ヘイズ（Ｈｓ）として算出する。
【０１０２】
　この防眩性ハードコート層は、基本的には、透明樹脂、例えば活性エネルギー線硬化樹
脂を主成分とするバインダー層に、平均粒径０．５～６μｍのフッ素含有アクリル樹脂粒
子を含有する構造を有することが好ましい。
【０１０３】
　本発明のフッ素含有アクリル樹脂粒子としては、例えばフッ素含有のアクリル酸エステ
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ルあるいはメタクリル酸エステルのポリマーから形成された粒子である。
【０１０４】
　フッ素含有のアクリル酸エステルあるいはメタクリル酸エステルの具体例としては、１
Ｈ，１Ｈ，３Ｈ－テトラフルオロプロピル（メタ）アクリレート、１Ｈ，１Ｈ，５Ｈ－オ
クタフルオロペンチル（メタ）アクリレート、１Ｈ，１Ｈ，７Ｈ－ドデカフルオロヘプチ
ル（メタ）アクリレート、１Ｈ，１Ｈ，９Ｈ－ヘキサデカフルオロノニル（メタ）アクリ
レート、２，２，２－トリフルオロエチル（メタ）アクリレート、２，２，３，３，３－
ペンタフルオロプロピル（メタ）アクリレート、２－（パーフルオロブチル）エチル（メ
タ）アクリレート、２－（パーフルオロヘキシル）エチル（メタ）アクリレート、２－（
パーフルオロオクチル）エチル（メタ）アクリレート、２－パーフルオロデシルエチル（
メタ）アクリレート、３－パーフルオロブチル－２－ヒドロキシプロピル（メタ）アクリ
レート、３－パーフルオロヘキシル－２－ヒドロキシプロピル（メタ）アクリレート、３
－パーフルオロオクチル－２－ヒドロキシプロピル（メタ）アクリレート、２－（パーフ
ルオロ－３－メチルブチル）エチル（メタ）アクリレート、２－（パーフルオロ－５－メ
チルヘキシル）エチル（メタ）アクリレート、２－（パーフルオロ－７－メチルオクチル
）エチル（メタ）アクリレート、３－（パーフルオロ－３－メチルブチル）－２－ヒドロ
キシプロピル（メタ）アクリレート、３－（パーフルオロ－５－メチルヘキシル）－２－
ヒドロキシプロピル（メタ）アクリレート、３－（パーフルオロ－７－メチルオクチル）
－２－ヒドロキシプロピル（メタ）アクリレート、１Ｈ－１－（トリフルオロメチル）ト
リフルオロエチル（メタ）アクリレート、１Ｈ，１Ｈ，３Ｈ－ヘキサフルオロブチル（メ
タ）アクリレート、トリフルオロエチルメタクリレート、テトラフルオロプロピルメタク
リレート、パーフルオロオクチルエチルアクリレート、２－（パーフルオロブチル）エチ
ル－α－フルオロアクリレートが挙げられる。
【０１０５】
　また、フッ素含有アクリル樹脂粒子の中でも、２－（パーフルオロブチル）エチル－α
－フルオロアクリレートからなる粒子、フッ素含有ポリメチルメタクリレート粒子、フッ
素含有メタアクリル酸を架橋剤の存在下にビニル単量体と共重合させた粒子が好ましく、
さらに好ましくはフッ素含有ポリメチルメタクリレート粒子である。
【０１０６】
　フッ素含有（メタ）アクリル酸エステルと共重合可能なビニル単量体を共重合させても
よい。
【０１０７】
　これらとしては、ビニル基を有するものであればよく、具体的にはメタクリル酸メチル
、メタクリル酸ブチル等のメタクリル酸アルキルエステル、アクリル酸メチル、アクリル
酸エチル等のアクリル酸アルキルエステル、およびスチレン、α－メチルスチレン等のス
チレン類等が挙げられ、これらは単独でまたは混合して用いることができる。
【０１０８】
　重合反応の際に用いられる架橋剤としては、特に限定されないが、２個以上の不飽和基
を有するものを用いることが好ましく、例えばエチレングリコールジメタクリレート、ポ
リエチレングリコールジメタクリレート等の２官能性ジメタクリレートや、トリメチロー
ルプロパントリメタクリレート、ジビニルベンゼン等が挙げられる。
【０１０９】
　なお、フッ素含有ポリメチルメタクリレート粒子を製造するための重合反応は、ランダ
ム共重合およびブロック共重合のいずれでもよい。具体的には、例えば特開２０００－１
６９６５８号公報に記載の方法なども挙げることができる。
【０１１０】
　市販品としては、日本ペイント（株）製：Ｆ－１９１、根上工業（株）製：ＭＦ－００
４３等が挙げられる。なお、これらのフッ素含有アクリル樹脂粒子は、単独で用いてもよ
いが、２種以上を組み合わせて用いてもよい。
【０１１１】
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　また、これらのフッ素含有アクリル樹脂粒子の状態は、粉体あるいはエマルジョン等、
どのような状態で加えられても良い。
【０１１２】
　また、特開２００４－８３７０７号公報の段落００２８～００５５に記載のフッ素含有
架橋粒子を用いても良い。
【０１１３】
　フッ素含有アクリル樹脂粒子の屈折率は、１．３８～１．４６であることが好ましい。
【０１１４】
　本発明のフッ素含有アクリル樹脂粒子の含有量としては、防眩性ハードコート層を構成
する透明樹脂１００質量部に対して、０．０１～５００質量部が好ましく、さらに好まし
くは０．１～１００質量部、特に好ましくは１～６０質量部である。
【０１１５】
　フッ素含有アクリル樹脂粒子の平均粒径は、０．５～６μｍであり、０．５５～４．０
μｍであることが好ましい。
【０１１６】
　なお、平均粒径は、粒子の走査型電子顕微鏡写真（粒子１０００個以上）を撮影し、こ
の写真に写った粒子の直径を、画像処理装置ＬＵＺＥＸ－III（ニレコ社製）を使用し１
００個測定し、その平均値を算出して平均粒径とした。
【０１１７】
　また、本発明では平均粒径が０．０１～１μｍの粒子を含有することも好ましく、該粒
子としては、アクリル系粒子、シリカを主成分とする無機粒子が挙げられる。
【０１１８】
　シリカ粒子としては、日本アエロジル製、アエロジル２００、２００Ｖ、３００、デグ
サ製、アエロジルＯＸ５０、ＴＴ６００等、日本触媒社製、ＫＥＰ－１０，ＫＥＰ－５０
，ＫＥＰ－１００等の商品名が挙げられる。
【０１１９】
　また、コロイダルシリカを用いても良い。コロイダルシリカとは、二酸化ケイ素をコロ
イド状に水または有機溶媒に分散させたものであり、特に限定はされないが球状、針状ま
たは数珠状である。
【０１２０】
　このようなコロイダルシリカは市販されており、例えば、日産化学工業社のスノーテッ
クスシリーズ、触媒化成工業社のカタロイド－Ｓシリーズ、バイエル社のレバシルシリー
ズ等が挙げられる。
【０１２１】
　また、アルミナゾルや水酸化アルミニウムでカチオン変性したコロイダルシリカやシリ
カの一次粒子を２価以上の金属イオンで粒子間を結合し数珠状に連結した数珠状コロイダ
ルシリカも好ましく用いられる。
【０１２２】
　数珠状コロイダルシリカは日産化学工業社のスノーテックス－ＡＫシリーズ、スノーテ
ックス－ＰＳシリーズ、スノーテックス－ＵＰシリーズ等があげられ、具体的にはＩＰＳ
－ＳＴ－Ｌ（イソプロパノールシリカゾル、粒子径４０～５０ｎｍ、シリカ濃度３０％）
、ＭＥＫ－ＳＴ－ＭＳ（メチルエチルケトンシリカゾル、粒子径１７～２３ｎｍ、シリカ
濃度３５％）等、ＭＥＫ－ＳＴ（メチルエチルケトンシリカゾル、粒子径１０～１５ｎｍ
、シリカ濃度３０％）、ＭＥＫ－ＳＴ－Ｌ（メチルエチルケトンシリカゾル、粒子径４０
～５０ｎｍ、シリカ濃度３０％）、ＭＥＫ－ＳＴ－ＵＰ（メチルエチルケトンシリカゾル
、粒子径９～１５ｎｍ（鎖状構造）、シリカ濃度２０％）等が挙げられる。
【０１２３】
　また、アクリル粒子として、フッ素含有アクリル樹脂粒子が挙げられ、例えば日本ペイ
ント製：Ｓ－４０００、ＦＳ－７０１、アクリル－スチレン粒子として、例えば日本ペイ
ント製：Ｓ－１２００、ＭＧ－２５１等が挙げられる。
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【０１２４】
　これら平均粒径が０．０１～１μｍの粒子のなかでも、フッ素含有アクリル樹脂粒子が
好ましい。
【０１２５】
　平均粒径が０．０１～１μｍの粒子は、防眩性ハードコート層を形成する塗工液の安定
性および分散液の分散性から、含有量としては、防眩性ハードコート層を構成する透明樹
脂１００質量部に対して、０．０１～５００質量部が好ましく、さらに好ましくは０．１
～１００質量部である。
【０１２６】
　また、平均粒径が０．０１～１μｍの粒子との含有比率は、平均粒径が１．５～６μｍ
の粒子に対して０～５００質量％の範囲で適宜選択することができる。
【０１２７】
　上記粒子は、粉体あるいはエマルジョン等どのような状態で加えられても良い。また、
透光性粒子の密度は、好ましくは１０～１０００ｍｇ／ｍ２、より好ましくは１００～７
００ｍｇ／ｍ２である。
【０１２８】
　（透明樹脂）
　本発明の防眩性ハードコート層を構成する透明樹脂の屈折率としては、１．４～１．７
程度の樹脂が用いられるが、特に１．５０以上であることが好ましく、より好ましくは１
．５０～１．７０である。
【０１２９】
　屈折率をこの範囲とするには、透明樹脂の種類および量割合を適宜選択すればよい。屈
折率が１．５０未満であると、硬度の高い樹脂が得られにくい。屈折率が１．７０より大
きいと、フィルムのムラが目立ちやすくなりやすい。
【０１３０】
　なお、透明樹脂の屈折率は、アッベ屈折計で直接測定するか、分光反射スペクトルや分
光エリプソメトリーを測定するなどして定量評価できる。
【０１３１】
　透明樹脂は、飽和炭化水素鎖またはポリエーテル鎖を主鎖として有するバインダーポリ
マーであることが好ましく、飽和炭化水素鎖を主鎖として有するバインダーポリマーであ
ることが更に好ましい。
【０１３２】
　特に好ましくは、紫外線や電子線のような活性線照射により架橋反応等を経て硬化する
樹脂である。
【０１３３】
　硬化性樹脂としては、例えば、紫外線硬化型ウレタンアクリレート系樹脂、紫外線硬化
型ポリエステルアクリレート系樹脂、紫外線硬化型エポキシアクリレート系樹脂、紫外線
硬化型ポリオールアクリレート系樹脂、または紫外線硬化型エポキシ樹脂等の紫外線硬化
型アクリレート系樹脂が好ましく用いられる。
【０１３４】
　紫外線硬化型ウレタンアクリレート系樹脂は、一般にポリエステルポリオールにイソシ
アネートモノマー、またはプレポリマーを反応させて得られた生成物をさらに２－ヒドロ
キシエチルアクリレート、２－ヒドロキシエチルメタクリレート（以下アクリレートには
メタクリレートを包含するものとしてアクリレートのみを表示する）、２－ヒドロキシプ
ロピルアクリレート等の水酸基を有するアクリレート系のモノマーを反応させることによ
って容易に得ることができる。
【０１３５】
　例えば、特開昭５９－１５１１１０号号公報に記載のものを用いることができる。例え
ば、ユニディック１７－８０６（大日本インキ（株）製）１００部とコロネートＬ（日本
ポリウレタン（株）製）１部との混合物等が好ましく用いられる。
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【０１３６】
　紫外線硬化型ポリエステルアクリレート系樹脂としては、一般にポリエステルポリオー
ルに２－ヒドロキシエチルアクリレート、２－ヒドロキシアクリレート系のモノマーを反
応させると容易に形成されるものを挙げることができ、特開昭５９－１５１１１２号公報
に記載のものを用いることができる。
【０１３７】
　紫外線硬化型エポキシアクリレート系樹脂の具体例としては、エポキシアクリレートを
オリゴマーとし、これに反応性希釈剤、光重合開始剤を添加し、反応させて生成するもの
を挙げることができ、特開平１－１０５７３８号公報に記載のものを用いることができる
。
【０１３８】
　紫外線硬化型ポリオールアクリレート系樹脂の具体例としては、トリメチロールプロパ
ントリアクリレート、ジトリメチロールプロパンテトラアクリレート、ペンタエリスリト
ールトリアクリレート、ペンタエリスリトールテトラアクリレート、ジペンタエリスリト
ールヘキサアクリレート、アルキル変性ジペンタエリスリトールペンタアクリレート等を
挙げることができる。
【０１３９】
　これら硬化性樹脂の光重合開始剤としては、具体的には、ベンゾインおよびその誘導体
、アセトフェノン、ベンゾフェノン、ヒドロキシベンゾフェノン、ミヒラーズケトン、α
－アミロキシムエステル、チオキサントン等およびこれらの誘導体を挙げることができる
。光増感剤と共に使用してもよい。
【０１４０】
　また、エポキシアクリレート系の光重合開始剤の使用の際、ｎ－ブチルアミン、トリエ
チルアミン、トリ－ｎ－ブチルホスフィン等の増感剤を用いることができる。
【０１４１】
　硬化性樹脂組成物に用いられる光重合開始剤また光増感剤は該組成物１００質量部に対
して０．１～２５質量部であり、好ましくは１～１５質量部である。
【０１４２】
　アクリレート系樹脂としては、メチルアクリレート、エチルアクリレート、ブチルアク
リレート、ベンジルアクリレート、シクロヘキシルアクリレート、エチレングリコールジ
アクリレート、プロピレングリコールジアクリレート、ジビニルベンゼン、１，４－シク
ロヘキサンジアクリレート、１，４－シクロヘキシルジメチルアジアクリレート、トリメ
チロールプロパントリアクリレート、ペンタエリスリトールテトラアクリルエステル等を
挙げることができる。
【０１４３】
　これらの市販品としては、アデカオプトマーＫＲ・ＢＹシリーズ：ＫＲ－４００、ＫＲ
－４１０、ＫＲ－５５０、ＫＲ－５６６、ＫＲ－５６７、ＢＹ－３２０Ｂ（旭電化（株）
製）；コーエイハードＡ－１０１－ＫＫ、Ａ－１０１－ＷＳ、Ｃ－３０２、Ｃ－４０１－
Ｎ、Ｃ－５０１、Ｍ－１０１、Ｍ－１０２、Ｔ－１０２、Ｄ－１０２、ＮＳ－１０１、Ｆ
Ｔ－１０２Ｑ８、ＭＡＧ－１－Ｐ２０、ＡＧ－１０６、Ｍ－１０１－Ｃ（広栄化学（株）
製）；セイカビームＰＨＣ２２１０（Ｓ）、ＰＨＣ　Ｘ－９（Ｋ－３）、ＰＨＣ２２１３
、ＤＰ－１０、ＤＰ－２０、ＤＰ－３０、Ｐ１０００、Ｐ１１００、Ｐ１２００、Ｐ１３
００、Ｐ１４００、Ｐ１５００、Ｐ１６００、ＳＣＲ９００（大日精化工業（株）製）；
ＫＲＭ７０３３、ＫＲＭ７０３９、ＫＲＭ７１３０、ＫＲＭ７１３１、ＵＶＥＣＲＹＬ２
９２０１、ＵＶＥＣＲＹＬ２９２０２（ダイセル・ユーシービー（株）製）；ＲＣ－５０
１５、ＲＣ－５０１６、ＲＣ－５０２０、ＲＣ－５０３１、ＲＣ－５１００、ＲＣ－５１
０２、ＲＣ－５１２０、ＲＣ－５１２２、ＲＣ－５１５２、ＲＣ－５１７１、ＲＣ－５１
８０、ＲＣ－５１８１（大日本インキ化学工業（株）製）；オーレックスＮｏ．３４０ク
リヤ（中国塗料（株）製）；サンラッドＨ－６０１、ＲＣ－７５０、ＲＣ－７００、ＲＣ
－６００、ＲＣ－５００、ＲＣ－６１１、ＲＣ－６１２（三洋化成工業（株）製）；ＳＰ
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－１５０９、ＳＰ－１５０７（昭和高分子（株）製）；ＲＣＣ－１５Ｃ（グレース・ジャ
パン（株）製）、アロニックスＭ－６１００、Ｍ－８０３０、Ｍ－８０６０（東亞合成（
株）製）、ＮＫハードＢ－４２０、ＮＫエステルＡ－ＤＯＧ、ＮＫエステルＡ－ＩＢＤ－
２Ｅ（新中村化学工業（株）製）等を適宜選択して利用できる。
【０１４４】
　また、その他として、トリメチロールプロパントリアクリレート、ジトリメチロールプ
ロパンテトラアクリレート、ペンタエリスリトールトリアクリレート、ペンタエリスリト
ールテトラアクリレート、ジペンタエリスリトールヘキサアクリレート、ジオキサングリ
コールアクリレート、エトキシ化アクリレート、アルキル変性ジペンタエリスリトールペ
ンタアクリレート等を挙げることができる。
【０１４５】
　また、防眩性ハードコート層には、フッ素－アクリル共重合体樹脂を含有しても良い。
フッ素－アクリル共重合体樹脂とは、フッ素単量体とアクリル単量体とからなる共重合体
樹脂で、特にフッ素単量体セグメントとアクリル単量体セグメントとから成るブロック共
重合体が好ましい。
【０１４６】
　（防眩性ハードコート層に含有するその他の物質）
　防眩性ハードコート層には、その他の有機粒子としてシリコーン系樹脂粉末、ポリスチ
レン系樹脂粉末、ポリカーボネート樹脂粉末、ポリオレフィン系樹脂粉末、ポリエステル
系樹脂粉末、ポリアミド系樹脂粉末、ポリイミド系樹脂粉末、またはポリ弗化エチレン系
樹脂粉末等紫外線硬化性樹脂組成物も加えることができる。
【０１４７】
　また、必要に応じてさらに特開２０００－２４１８０７号公報に記載の粒子を含んでも
良い。
【０１４８】
　また、その他の粒子の屈折率は、１．４５～１．７０であることが好ましく、より好ま
しくは１．４５～１．６５である。
【０１４９】
　なお、粒子の屈折率は、屈折率の異なる２種類の溶媒の混合比を変化させて屈折率を変
化させた溶媒中に粒子を等量分散して濁度を測定し、濁度が極小になった時の溶媒の屈折
率をアッベ屈折計で測定することで測定できる。
【０１５０】
　さらに防眩性ハードコート層には、界面活性剤として下記シリコーン系界面活性剤、フ
ッ素系化合物、ポリオキシエーテル化合物等を含有させることが好ましい。
【０１５１】
　これら成分は、面状均一性を高めつつ、高速塗布適性を持たせることにより生産性を高
める。
【０１５２】
　フッ素系化合物の好ましい例としては、フルオロ脂肪族基含有共重合体が挙げられ、具
体的には特開２００７－４５１４２号公報の段落００５３～００８２に記載の化合物や記
載方法で用いる事ができる。
【０１５３】
　その他、特開２０００－１１９３５４号公報の段落０００８～００３１に記載の化合物
や記載方法も用いる事ができる。
【０１５４】
　これら成分は、塗布液中の固形分成分に対し、０．０１～５質量％の範囲で添加するこ
とが、塗布ムラ、乾燥ムラ、点欠陥等の面状故障を改良する効果が現れるため、好ましい
。
【０１５５】
　また、フッ素系化合物としては、フッ素樹脂に、シロキサン（ポリシロキサンを含む）
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および／またはオルガノシロキサン（オルガノポリシロキサンを含む）をグラフト化させ
て得られる共重合体のポリマーも好ましく用いることができる。
【０１５６】
　具体的には、富士化成工業（株）製のＺＸ－０２２Ｈ、ＺＸ－００７Ｃ、ＺＸ－０４９
、ＺＸ－０４７－Ｄ等を挙げることができる。これら化合物は混合して用いても良い。
【０１５７】
　ポリオキシエチレンアルキルエーテルの市販品としては、エマルゲン１１０８、エマル
ゲン１１１８Ｓ－７０（以上、花王（株）製）、ポリオキシエチレンラウリルエーテルの
市販品としては、エマルゲン１０３、エマルゲン１０４Ｐ、エマルゲン１０５、エマルゲ
ン１０６、エマルゲン１０８、エマルゲン１０９Ｐ、エマルゲン１２０、エマルゲン１２
３Ｐ、エマルゲン１４７、エマルゲン１５０、エマルゲン１３０Ｋ（以上、花王（株）製
）、ポリオキシエチレンセチルエーテルの市販品としては、エマルゲン２１０Ｐ、エマル
ゲン２２０（以上、花王（株）製）、ポリオキシエチレンステアリルエーテルの市販品と
しては、エマルゲン２２０、エマルゲン３０６Ｐ（以上、花王（株）製）、ポリオキシア
ルキレンアルキルエーテルの市販品としては、エマルゲンＬＳ－１０６、エマルゲンＬＳ
－１１０、エマルゲンＬＳ－１１４、エマルゲンＭＳ－１１０（以上、花王（株）製）ポ
リオキシエチレン高級アルコールエーテルの市販品としては、エマルゲン７０５，エマル
ゲン７０７、エマルゲン７０９等が挙げられる。
【０１５８】
　ポリオキシエーテル化合物は単独或いは２種以上を併用しても良い。また、アセチレン
グリコール系化合物または非イオン性界面活性剤、ラジカル重合性の非イオン性界面活性
剤等を併用しても良い。
【０１５９】
　防眩性ハードコート層は、種々の表示素子に対する色補正用フィルターとして色調調整
機能を有する色調調整剤（染料もしくは顔料等）を含有させてもよい。
【０１６０】
　また、電磁波遮断剤または赤外線吸収剤等を含有させそれぞれの機能を有するようにし
てもよい。
【０１６１】
　防眩性ハードコート層には、硬化助剤として他官能チオール化合物を含有してもよく、
例えば１，４－ビス（３－メルカプトブチリルオキシ）ブタン、ペンタエリスリトールテ
トラキス（３－メルカプトブチレート）、１，３，５－トリス（３－メルカブトブチルオ
キシエチル）－１，３，５－トリアジン－２，４，６（１Ｈ，３Ｈ，５Ｈ）－トリオン等
が挙げられる。
【０１６２】
　また、市販品としては昭和電工社製、商品名カレンズＭＴシリーズ等が挙げられる。他
官能チオール化合物は、活性エネルギー線硬化樹脂１００質量部に対して、０．０１～５
０質量部の範囲で添加される事が好ましく、更に好ましくは０．０５～３０質量部である
。
【０１６３】
　前記範囲で添加することで、硬化助剤として好適に作用し、また防眩性ハードコート層
中でも安定に存在する。
【０１６４】
　防眩性ハードコート層には、硬度向上、帯電防止、層の屈折率を調整するために、前記
有機粒子に加えて、チタン、ジルコニウム、アルミニウム、インジウム、亜鉛、錫、アン
チモンの内より選ばれる少なくとも１種の金属の酸化物を主成分とし、平均粒径が１０μ
ｍ以下、例えば２μｍ以下、好ましくは０．２μｍ以下、特に好ましくは０．１μｍ以下
、より好ましくは０．０６μｍ以下である無機粒子を含有してもよい。
【０１６５】
　チタン、ジルコニウム、インジウム、亜鉛、錫、アンチモンのうちより選ばれる少なく
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とも１種の金属の酸化物の中では、チタン、ジルコニウムが好ましい。
【０１６６】
　防眩性ハードコート層に用いられる無機粒子は表面をシランカップリング処理又はチタ
ンカップリング処理されることも好ましく、フィラー表面にバインダー種と反応できる官
能基を有する表面処理剤が好ましく用いられる。
【０１６７】
　表面処理剤は事前にカップリング処理せず、塗布組成物中に混合して用いることもでき
る。
【０１６８】
　これらの無機粒子を用いる場合、その添加量は、防眩性ハードコート層の全質量の１０
～９０％であることが好ましく、より好ましくは２０～８０％であり、特に好ましくは３
０～７５％である。
【０１６９】
　このような無機粒子は、粒径が光の波長よりも十分小さいために散乱が生じず、バイン
ダーポリマーに該フィラーが分散した分散体は光学的に均一な物質として振舞う。
【０１７０】
　（防眩性ハードコート層の製造方法）
　防眩性ハードコート層はグラビアコーター、ディップコーター、リバースコーター、ワ
イヤーバーコーター、ダイコーター、インクジェット法等公知の方法を用いて、防眩性ハ
ードコート層を形成する塗布組成物を塗布し、塗布後、加熱乾燥し、ＵＶ硬化処理するこ
とが好ましい。
【０１７１】
　塗布量はウェット膜厚として０．１～４０μｍが適当で、好ましくは、０．５～３０μ
ｍである。
【０１７２】
　また、ドライ膜厚としては平均膜厚０．１～３０μｍ、好ましくは１～２０μｍである
。この範囲内において、ハード性の不足、カールや脆性の悪化、加工適性の低下が防止さ
れる。
【０１７３】
　上記ＵＶ硬化処理の光源としては、紫外線を発生する光源であれば制限なく使用できる
。例えば、低圧水銀灯、中圧水銀灯、高圧水銀灯、超高圧水銀灯、カーボンアーク灯、メ
タルハライドランプ、キセノンランプ等を用いることができる。
【０１７４】
　照射条件はそれぞれのランプによって異なるが、活性線の照射量は、通常５～５００ｍ
Ｊ／ｃｍ２、好ましくは５～１５０ｍＪ／ｃｍ２である。
【０１７５】
　また、活性線を照射する際には、フィルムの搬送方向に張力を付与しながら行うことが
好ましく、さらに好ましくは幅方向にも張力を付与しながら行うことである。付与する張
力は３０～３００Ｎ／ｍが好ましい。
【０１７６】
　張力を付与する方法は特に限定されず、バックロール上で搬送方向に張力を付与しても
よく、テンターにて幅方向、または２軸方向に張力を付与してもよい。これによってさら
に平面性優れたフィルムを得ることができる。
【０１７７】
　防眩性ハードコート層を形成する塗布組成物には溶媒が含まれていてもよい。塗布組成
物に含有される有機溶媒としては、例えば、炭化水素類（トルエン、キシレン、）、アル
コール類（メタノール、エタノール、イソプロパノール、ブタノール、シクロヘキサノー
ル）、ケトン類（アセトン、メチルエチルケトン、メチルイソブチルケトン）、エステル
類（酢酸メチル、酢酸エチル、乳酸メチル）、グリコールエーテル類、その他の有機溶媒
からも適宜選択し、またはこれらを混合し利用できる。
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【０１７８】
　有機溶媒としては、プロピレングリコールモノアルキルエーテル（アルキル基の炭素原
子数として１～４）またはプロピレングリコールモノアルキルエーテル酢酸エステル（ア
ルキル基の炭素原子数として１～４）等が好ましい。また、有機溶媒の含有量としては塗
布組成物中、５～８０質量％が好ましい。
【０１７９】
　＜低屈折率層＞
　本発明においては、防眩性ハードコート層の上にさらに反射防止層を塗設してもよく、
とくに防眩性ハードコート層上に直接または他の層を介して低屈折率層を設けることが、
反射像を更に低減し視認性を向上するために好ましい。
【０１８０】
　低屈折率層の屈折率は、支持体である透明フィルム基材の屈折率より低く、２３℃、波
長５５０ｎｍで１．３０～１．４５の範囲が好ましい。
【０１８１】
　低屈折率層の膜厚は、５ｎｍ～０．５μｍが好ましく、１０ｎｍ～０．３μｍがより好
ましく、３０ｎｍ～０．２μｍであることがさらに好ましい。
【０１８２】
　本発明に用いられる低屈折率層は、中空シリカ粒子、シリコーンおよびバインダーを基
本構成として有する。
【０１８３】
　さらに、中空シリカ粒子を含め少なくとも２種類のシリカ粒子を含有することが好まし
く、他の１種類のシリカ微粒子はコロイダルシリカであり、該コロイダルシリカの平均粒
径は中空シリカ粒子の平均粒径の１．１～２０倍未満である。
【０１８４】
　（中空シリカ粒子）
　前記内部が多孔質または空洞である中空シリカ粒子（以下、単に中空粒子ともいう）に
ついて説明する。
【０１８５】
　中空粒子は、（Ｉ）多孔質粒子と該多孔質粒子表面に設けられた被覆層とからなる複合
粒子、または（II）内部に空洞を有し、かつ内容物が溶媒、気体または多孔質物質で充填
された空洞粒子である。
【０１８６】
　なお、空洞粒子は内部に空洞を有する粒子であり、空洞は粒子壁で囲まれている。空洞
内には、調製時に使用した溶媒、気体または多孔質物質等の内容物で充填されている。
【０１８７】
　このような中空粒子の平均粒径は５～２００ｎｍ、好ましくは１０～７０ｎｍが望まし
い。中空粒子の粒径は変動係数が１～４０％の単分散であることが好ましい。
【０１８８】
　平均粒径は、走査電子顕微鏡（ＳＥＭ）等による電子顕微鏡写真から計測することがで
きる。動的光散乱法や静的光散乱法等を利用する粒度分布計等によって計測してもよい。
【０１８９】
　使用する中空粒子の平均粒径は、形成される低屈折率層の透明被膜の厚さに応じて適宜
選択され、透明被膜の膜厚の２／３～１／１０が望ましい。
【０１９０】
　中空粒子が複合粒子である場合、複合粒子の被覆層の厚さまたは空洞粒子の粒子壁の厚
さは、１～２０ｎｍ、好ましくは２～１５ｎｍが望ましい。
【０１９１】
　複合粒子の場合、被覆層の厚さが１ｎｍ未満の場合は、粒子を完全に被覆することがで
きないことがあり、塗布液成分が容易に複合粒子の内部に進入して内部の多孔性が減少し
、低屈折率化の効果が十分得られないことがある。
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【０１９２】
　また、被覆層の厚さが２０ｎｍを越えると、前記塗布液成分が内部に進入することはな
いが、複合粒子の多孔性（細孔容積）が低下し低屈折率化の効果が十分得られなくなるこ
とがある。
【０１９３】
　また空洞粒子の場合、粒子壁の厚さが１ｎｍ未満の場合は、粒子形状を維持できないこ
とがあり、また厚さが２０ｎｍを越えても、低屈折率化の効果が十分に現れないことがあ
る。
【０１９４】
　複合粒子の被覆層または空洞粒子の粒子壁は、シリカを主成分とすることが好ましい。
また、シリカ以外の成分が含まれていてもよく、具体的には、Ａｌ２Ｏ３、Ｂ２Ｏ３、Ｔ
ｉＯ２、ＺｒＯ２、ＳｎＯ２、ＣｅＯ２、Ｐ２Ｏ３、Ｓｂ２Ｏ３、ＭｏＯ３、ＺｎＯ２、
ＷＯ３等が挙げられる。
【０１９５】
　複合粒子を構成する多孔質粒子としては、シリカからなるもの、シリカとシリカ以外の
無機化合物とからなるもの、ＣａＦ２、ＮａＦ、ＮａＡｌＦ６、ＭｇＦ等からなるものが
挙げられる。
【０１９６】
　このうち特にシリカとシリカ以外の無機化合物との複合酸化物からなる多孔質粒子が好
適である。シリカ以外の無機化合物としては、Ａｌ２Ｏ３、Ｂ２Ｏ３、ＴｉＯ２、ＺｒＯ

２、ＳｎＯ２、ＣｅＯ２、Ｐ２Ｏ３、Ｓｂ２Ｏ３、ＭｏＯ３、ＺｎＯ２、ＷＯ３等との１
種または２種以上を挙げることができる。
【０１９７】
　このような多孔質粒子では、シリカをＳｉＯ２で表し、シリカ以外の無機化合物を酸化
物換算（ＭＯＸ）で表したときのモル比ＭＯＸ／ＳｉＯ２が、０．０００１～１．０、好
ましくは０．００１～０．３の範囲にあることが望ましい。
【０１９８】
　多孔質粒子のモル比ＭＯＸ／ＳｉＯ２が０．０００１未満のものは得ることが困難であ
り、得られたとしても細孔容積が小さく、屈折率の低い粒子が得られない。
【０１９９】
　また、多孔質粒子のモル比ＭＯＸ／ＳｉＯ２が、１．０を越えると、シリカの比率が少
なくなるので、細孔容積が大きくなり、さらに屈折率が低いものを得ることが難しいこと
がある。
【０２００】
　このような多孔質粒子の細孔容積は、０．１～１．５ｍｌ／ｇ、好ましくは０．２～１
．５ｍｌ／ｇの範囲であることが望ましい。細孔容積が０．１ｍｌ／ｇ未満では、十分に
屈折率の低下した粒子が得られず、１．５ｍｌ／ｇを越えると微粒子の強度が低下し、得
られる被膜の強度が低下することがある。
【０２０１】
　なお、このような多孔質粒子の細孔容積は水銀圧入法によって求めることができる。ま
た、空洞粒子の内容物としては、粒子調製時に使用した溶媒、気体、多孔質物質等が挙げ
られる。
【０２０２】
　溶媒中には空洞粒子調製する際に使用される粒子前駆体の未反応物、使用した触媒等が
含まれていてもよい。また多孔質物質としては、前記多孔質粒子で例示した化合物からな
るものが挙げられる。
【０２０３】
　これらの内容物は、単一の成分からなるものであってもよいが、複数成分の混合物であ
ってもよい。
【０２０４】
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　このような中空粒子の製造方法としては、例えば特開平７－１３３１０５号公報の段落
番号［００１０］～［００３３］に開示された複合酸化物コロイド粒子の調製方法が好適
に採用される。
【０２０５】
　本発明の中空粒子の、低屈折率層中の固形分中の含有量は、１０～４０質量％であるこ
とが好ましい。特に好ましくは２０～４０質量％である。固形分とは、塗布に使用した溶
媒を乾燥して全て除いた後に残されたものをいう。
【０２０６】
　本発明では市販の上記中空粒子を用いることができる。市販の粒子の具体例としては、
触媒化成工業社製ＥＬＣＯＭ　Ｖ－８２０９等が挙げられる。
【０２０７】
　〈コロイダルシリカ〉
　本発明に好ましく用いられるコロイダルシリカは、二酸化ケイ素をコロイド状に水また
は有機溶媒に分散させたものであり、球状、針状または数珠状である。
【０２０８】
　コロイダルシリカの平均粒径は前記中空粒子の平均粒径の１．１～２０倍未満であり、
好ましくは１．５～５．０倍である。従って、コロイダルシリカの平均粒径は５０～３０
０ｎｍの範囲が好ましく用いられる。
【０２０９】
　コロイダルシリカの粒径は変動係数が１～４０％の単分散であることが好ましい。平均
粒径は、走査電子顕微鏡（ＳＥＭ）等による電子顕微鏡写真から計測することができる。
【０２１０】
　具体的には当該粒子を含む試料の顕微鏡写真（１０００倍透過モード）を撮影し、この
写真に写った粒子の直径を画像処理装置ＬＵＺＥＸ－III（ニレコ社製）で１０００個測
定し、その平均値を算出して平均粒径とした。
【０２１１】
　動的光散乱法や静的光散乱法等を利用する粒度分布計等によって計測してもよい。しか
し、コロイダルシリカの平均粒径と中空粒子の平均粒径の比を求める場合は、同じ計測方
法によらねばならない。
【０２１２】
　本発明に用いられこのようなコロイダルシリカは市販されており、例えば、日産化学工
業社のスノーテックスシリーズ、触媒化成工業社のカタロイド－Ｓシリーズ、バイエル社
のレバシルシリーズ等が挙げられる。
【０２１３】
　また、アルミナゾルや水酸化アルミニウムでカチオン変性したコロイダルシリカやシリ
カの一次粒子を２価以上の金属イオンで粒子間を結合し数珠状に連結した数珠状コロイダ
ルシリカも好ましく用いられる。
【０２１４】
　数珠状コロイダルシリカは日産化学工業社のスノーテックス－ＡＫシリーズ、スノーテ
ックス－ＰＳシリーズ、スノーテックス－ＵＰシリーズ等がある。
【０２１５】
　コロイダルシリカの低屈折率層中の含有量は、低屈折率層中の固形分に対し３０～６０
質量％であることが好ましい。
【０２１６】
　低屈折率化の効果を得る上で、３０質量％以上が好ましく、４０質量％を超えるとバイ
ンダー成分が少なくなり膜強度が不十分となる。
【０２１７】
　低屈折率層中の中空粒子とコロイダルシリカの含有量比は、反射率低減効果と表面硬度
の観点から選ばれるが、１：０．１～１０が好ましく、１：０．８～５がより好ましい。
【０２１８】
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　（バインダー）
　低屈折率層は、低屈折率層全体で５～８０質量％のバインダーを含むことが好ましい。
バインダーは、中空粒子、コロイダルシリカおよびシリコーンを結合し、空隙を含む低屈
折率層の構造を形成する機能を有する。
【０２１９】
　バインダーの使用量は、空隙を充填することなく低屈折率層の強度を維持できるように
調整する。バインダーはそれ自体が低屈折率の化合物であり、下記一般式（１）で表され
るオルガノシランもしくはその加水分解物あるいはその縮合物である。
【０２２０】
　一般式（１）　Ｓｉ（Ｘ１）４

　式中、Ｘ１は水酸基または加水分解可能な基であり、具体的にはアルコキシ基であり、
好ましくは炭素数１～４のアルコキシ基である。具体的化合物化合物には、テトラメトキ
シシラン、テトラエトキシシラン、テトライソプロポキシシラン等が好ましく用いられる
。
【０２２１】
　また、低屈折率層にはバインダーとして下記一般式（２）で表されるオルガノシランも
しくはその縮合物も含有してもよい。
【０２２２】
　一般式（２）　（Ｒ）ｍＳｉ（Ｘ２）４－ｍ
　Ｒは、水酸基、加水分解可能な基以外の基を表す。Ｘ２は、水酸基、加水分解可能な基
を表す。ｍは１～４の整数を表す。
【０２２３】
　一般式（２）で表されるオルガノシランとしては、メチルトリメトキシシラン、メチル
トリエトキシシラン、メチルトリメトキシエトキシシラン、メチルトリアセトキシシラン
、メチルトリブトキシシラン、エチルトリメトキシシラン、エチルトリエトキシシラン、
ビニルトリメトキシシラン、ビニルトリエトキシシラン、ビニルトリアセトキシシラン、
ビニルトリメトキシエトキシシラン、フェニルトリメトキシシラン、フェニルトリエトキ
シシラン、フェニルトリアセトキシシラン、γ－クロロプロピルトリメトキシシラン、γ
－クロロプロピルトリエトキシシラン、γ－クロロプロピルトリアセトキシシラン、３，
３，３－トリフルオロプロピルトリメトキシシラン、γ－グリシジルオキシプロピルトリ
メトキシシラン、γ－グリシジルオキシプロピルトリエトキシシラン、γ－（β－グリシ
ジルオキシエトキシ）プロピルトリメトキシシラン、β－（３，４－エポシシシクロヘキ
シル）エチルトリメトキシシラン、β－（３，４－エポキシシクロヘキシル）エチルトリ
エトキシシラン、γ－アクリロイルオキシプロピルトリメトキシシラン、γ－メタクリロ
イルオキシプロピルトリメトキシシラン、γ－アミノプロピルトリメトキシシラン、γ－
アミノプロピルトリエトキシシラン、γ－メルカプトプロピルトリメトキシシラン、γ－
メルカプトプロピルトリエトキシシラン、Ｎ－β－（アミノエチル）－γ－アミノプロピ
ルトリメトキシシランおよびβ－シアノエチルトリエトキシシランが挙げられる。
【０２２４】
　また、ジメチルジメトキシシラン、フェニルメチルジメトキシシラン、ジメチルジエト
キシシラン、フェニルメチルジエトキシシラン、γ－グリシジルオキシプロピルメチルジ
エトキシシラン、γ－グリシジルオキシプロピルメチルジメトキシシラン、γ－グリシジ
ルオキシプロピルフェニルジエトキシシラン、γ－クロロプロピルメチルジエトキシシラ
ン、ジメチルジアセトキシシラン、γ－アクリロイルオキシプロピルメチルジメトキシシ
ラン、γ－アクリロイルオキシプロピルメチルジエトキシシラン、γ－メタクリロイルオ
キシプロピルメチルジメトキシシラン、γ－メタクリロイルオキシプロピルメチルジエト
キシシラン、γ－メルカプトプロピルメチルジメトキシシラン、γ－メルカプトプロピル
メチルジエトキシシラン、γ－アミノプロピルメチルジメトキシシラン、γ－アミノプロ
ピルメチルジエトキシシラン、メチルビニルジメトキシシランおよびメチルビニルジエト
キシシランが挙げられる。
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【０２２５】
　これらのうち、分子内に二重結合を有するビニルトリメトキシシラン、ビニルトリエト
キシシラン、ビニルトリアセトキシシラン、ビニルトリメトキシエトキシシラン、γ－ア
クリロイルオキシプロピルトリメトキシシランおよびγ－メタクリロイルオキシプロピル
トリメトキシシラン、γ－アクリロイルオキシプロピルメチルジメトキシシラン、γ－ア
クリロイルオキシプロピルメチルジエトキシシラン、γ－メタクリロイルオキシプロピル
メチルジメトキシシラン、γ－メタクリロイルオキシプロピルメチルジエトキシシラン、
メチルビニルジメトキシシランおよびメチルビニルジエトキシシランが好ましく、γ－ア
クリロイルオキシプロピルトリメトキシシランおよびγ－メタクリロイルオキシプロピル
トリメトキシシラン、γ－アクリロイルオキシプロピルメチルジメトキシシラン、γ－ア
クリロイルオキシプロピルメチルジエトキシシラン、γ－メタクリロイルオキシプロピル
メチルジメトキシシランおよびγ－メタクリロイルオキシプロピルメチルジエトキシシラ
ンが特に好ましい。
【０２２６】
　２種類以上を併用してもよい。上記に示されるオルガノシランに加えて、他のオルガノ
シランを用いてもよい。他のオルガノシランには、オルトケイ酸のアルキルエステル（例
えば、オルトケイ酸メチル、オルトケイ酸エチル、オルトケイ酸ｎ－プロピル、オルトケ
イ酸ｉ－プロピル、オルトケイ酸ｎ－ブチル、オルトケイ酸ｓｅｃ－ブチル、オルトケイ
酸ｔ－ブチル）およびその加水分解物が挙げられる。
【０２２７】
　低屈折率層のその他のバインダーとしては、例えば、ポリビニルアルコール、ポリオキ
シエチレン、ポリメチルメタクリレート、ポリメチルアクリレート、ジアセチルセルロー
ス、トリアセチルセルロース、ニトロセルロース、ポリエステル、アルキド樹脂が挙げら
れる。
【０２２８】
　本発明において一般式（２）のオルガノシランは、一般式（１）のオルガノシランに対
して、１～５０質量％の範囲で使用することが好ましく、５～４０質量％の範囲で使用す
ることが特に好ましい。
【０２２９】
　（その他の添加剤）
　〈フッ素系界面活性剤〉
　低屈折率層にはフッ素系界面活性剤を含有することが好ましい。塗布ムラを低減したり
膜表面の防汚性を向上させるのに有効である。
【０２３０】
　フッ素系界面活性剤としては、パーフルオロアルキル基を含有するモノマー、オリゴマ
ー、ポリマーを母核としたもので、ポリオキシエチレンアルキルエーテル、ポリオキシエ
チレンアルキルアリルエーテル、ポリオキシエチレン等の誘導体等が挙げられる。
【０２３１】
　フッ素系界面活性剤は市販品を用いることもでき、例えばサーフロン「Ｓ－３８１」、
「Ｓ－３８２」、「ＳＣ－１０１」、「ＳＣ－１０２」、「ＳＣ－１０３」、「ＳＣ－１
０４」（何れも旭硝子（株）製）、フロラード「ＦＣ－４３０」、「ＦＣ－４３１」、「
ＦＣ－１７３」（何れもフロロケミカル－住友スリーエム製）、エフトップ「ＥＦ３５２
」、「ＥＦ３０１」、「ＥＦ３０３」（何れも新秋田化成（株）製）、シュベゴーフルア
ー「８０３５」、「８０３６」（何れもシュベグマン社製）、「ＢＭ１０００」、「ＢＭ
１１００」（いずれもビーエム・ヒミー社製）、メガファック「Ｆ－１７１」、「Ｆ－４
７０」（いずれも大日本インキ化学工業（株）製）、等を挙げることができる。
【０２３２】
　本発明におけるフッ素系界面活性剤のフッ素含有割合は、０．０５～２質量％、好まし
くは０．１～１質量％である。上記のフッ素系界面活性剤は、１種または２種以上を併用
することができ、またその他の界面活性剤と併用することができる。
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【０２３３】
　（低屈折率層の形成）
　本発明の低屈折率層の形成には、基本的には一般的な公知の方法をそのまま使用するこ
とができ、オルガノシランの加水分解液を含有する塗布液を塗布乾燥することが行われる
。
【０２３４】
　具体的には、オルガノシランに水、また有機金属化合物と水が混和しやすいように、メ
タノール、エタノール、アセトニトリルのような親水性の有機溶媒を共存させ溶解して、
次いで、例えば、酸など加水分解触媒を添加して、オルガノシランを加水分解、縮合させ
る。
【０２３５】
　ＧＰＣ測定により、一定の加水分解が進んだところで、中空粒子を混合することにより
、低屈折率層塗布液とした後、さらに加水分解を継続する工程により縮合することにより
ＧＰＣの測定を行って、分子量の増加や架橋の度合いをみた後、これを防眩性ハードコー
ト層上に塗布して、乾燥することで、低屈折率層を形成することができる。
【０２３６】
　本発明においては、テトラエトキシシラン等の一般式（１）で表されるオルガノシラン
を加水分解およびそれに続いて縮合させ、所定の分子量の低縮合物を作製したことろで、
中空粒子をこの塗布液に混合してさらに加水分解および縮合を継続する工程を有すること
を特徴とする。
【０２３７】
　所定の分子量とは、下記条件で測定したＧＰＣによるスチレン換算の重量平均分子量が
５００～１０００であることをいう。さらなる加水分解および縮合を継続する工程では、
重量平均分子量は、１０００を超えて１００００以下となるように調整する。
【０２３８】
　〈ＧＰＣ測定条件〉
　ＧＰＣによる重量平均分子量測定方法は、試料固形分濃度が０．８質量％となるように
ＴＨＦを用いて希釈し、カラム温度２５℃で、以下の条件により測定を行う。
カラム　：東ソー社　ＴＳＫｇｅｌＧ５０００ＨＸＬ－ＴＳＫｇｅｌＧ２０００ＨＸＬ
溶離液　：ＴＨＦ
ポンプ　：Ｌ６０００（日立製作所（株）製）
流量　　：１．０ｍｌ／ｍｉｎ
検出　　：ＲＩ　Ｍｏｄｅｌ　５０４（ＧＬサイエンス社製）
試料濃度：０．８％
標準試料・校正曲線：標準ポリスチレンＳＴＫ　ｓｔａｎｄａｒｄ　ポリスチレン（東ソ
ー（株）製）Ｍｗ＝１００００００～５００迄の１３サンプルによる校正曲線を使用する
。
【０２３９】
　中空粒子を加水分解開始直後から塗布液に混合したり、オルガノシロキサンが一般式（
２）で表されるような反応性のものである場合は、本発明のような中空粒子表面へのシリ
コーンの吸着を抑制するような作用はほとんど見ることができない。
【０２４０】
　一方、一般式（２）で表されるオルガノシランは、一般式（１）で表されるオルガノシ
ランの重量平均分子量が５００～１０００であるような低縮合物と混合することで、バイ
ンダーとしての膜強度には寄与する。
【０２４１】
　＜その他の層＞
　（帯電防止層）
　本発明の防眩性ハードコートフィルムに、帯電防止層を設けることもできる。帯電防止
層を設ける位置は特に限定されるものではないが、透明フィルム基材と防眩性ハードコー
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ト層の間に設けることが好ましい。
【０２４２】
　帯電防止層は、アンチモン酸亜鉛ゾル、リン酸スズゾル、酸化スズゾル等を、防眩性ハ
ードコート層を製造する方法に準じて紫外線や電子線のような活性線照射により架橋反応
等を経て硬化する樹脂に含有することが好ましい。
【０２４３】
　（バックコート層）
　本発明の防眩性ハードコートフィルムには、防眩性ハードコート層を設けた側と反対側
の面にバックコート層を設けてもよい。
【０２４４】
　バックコート層は、防眩性ハードコート層を設けることで生じるカールを矯正するため
に設けられる。すなわち、バックコート層を設けた面を内側にして丸まろうとする性質を
持たせることにより、カールの度合いをバランスさせることができる。
【０２４５】
　なお、バックコート層は好ましくはブロッキング防止層を兼ねて塗設され、その場合、
バックコート層塗布組成物には、ブロッキング防止機能を持たせるために無機化合物また
は有機化合物の粒子が添加されることが好ましい。
【０２４６】
　上記した各層を塗布する前に表面処理をしても良い。表面処理方法としては、洗浄法、
アルカリ処理法、フレームプラズマ処理法、高周波放電プラズマ法、電子ビーム法、イオ
ンビーム法、スパッタリング法、酸処理、コロナ処理法、大気圧グロー放電プラズマ法等
が挙げられる。
【０２４７】
　＜偏光板＞
　本発明の防眩性ハードコートフィルムを用いた偏光板について述べる。
【０２４８】
　偏光板は、一般的な方法で作製することができる。本発明の防眩性ハードコートフィル
ム、または防眩性反射防止フィルムの裏面側をアルカリ鹸化処理し、処理した防眩性ハー
ドコートフィルムを、ヨウ素溶液中に浸漬延伸して作製した偏光膜の少なくとも一方の面
に、完全鹸化型ポリビニルアルコール水溶液を用いて貼り合わせることが好ましい。
【０２４９】
　本発明の防眩性ハードコートフィルムに対して、もう一方の面に用いられる偏光板保護
フィルムは、面内リタデーション（Ｒｏ）、厚み方向リタデーション（Ｒｔ）を適宜選択
することができる。
【０２５０】
　なお、リタデーション値Ｒｏ、Ｒｔは、自動複屈折率計を用いて測定することができる
。例えば、ＫＯＢＲＡ－２１ＡＤＨ（王子計測機器（株）製）を用いて、温度２３℃、湿
度５５％ＲＨの環境下で、波長が５９０ｎｍで求めることができる。
【０２５１】
　裏面側に用いられる偏光板保護フィルムとしては、市販のセルロースエステルフィルム
として、ＫＣ８ＵＸ２ＭＷ、ＫＣ４ＵＸ、ＫＣ５ＵＸ、ＫＣ４ＵＹ、ＫＣ８ＵＹ、ＫＣ１
２ＵＲ、ＫＣ４ＵＥＷ、ＫＣ８ＵＣＲ－３、ＫＣ８ＵＣＲ－４、ＫＣ８ＵＣＲ－５、ＫＣ
４ＦＲ－１、ＫＣ４ＦＲ－２、ＫＣ４ＨＲ、ＫＣ４ＫＲ　（コニカミノルタオプト（株）
製）等が好ましく用いられる。
【０２５２】
　偏光板の主たる構成要素である偏光膜とは、一定方向の偏波面の光だけを通す素子であ
り、現在知られている代表的な偏光膜は、ポリビニルアルコール系偏光フィルムで、これ
はポリビニルアルコール系フィルムにヨウ素を染色させたものと二色性染料を染色させた
ものがあるがこれのみに限定されるものではない。
【０２５３】
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　偏光膜は、ポリビニルアルコール水溶液を製膜し、これを一軸延伸させて染色するか、
染色した後一軸延伸してから、好ましくはホウ素化合物で耐久性処理を行ったものが用い
られている。
【０２５４】
　偏光膜の膜厚は５～３０μｍ、好ましくは８～１５μｍの偏光膜が好ましく用いられる
。該偏光膜の面上に、本発明の反射防止フィルムの片面を貼り合わせて偏光板を形成する
。
【０２５５】
　好ましくは完全鹸化ポリビニルアルコール等を主成分とする水系の接着剤によって貼り
合わせる。
【０２５６】
　＜液晶表示装置＞
　本発明の液晶表示装置の構成は、偏光子を２枚の偏光板保護フィルムによって挟む構造
を有する偏光板を、ブルーフェーズ型液晶媒質が封入されている液晶セルの両側に有する
液晶表示装置であり、本発明の防眩性ハードコートフィルム、または防眩性反射防止フィ
ルム面を表示装置の鑑賞面側に組み込むことによって、視認性に優れた本発明の表示装置
を作製することができる。液晶セルのバックライト側に装着される偏光板、及び偏光板保
護フィルムについては特に限定されるものではないが、上記市販のセルロースエステルフ
ィルムが偏光子の両側に貼合されている偏光板を使用することが好ましい。
【０２５７】
　本発明の防眩性ハードコートフィルムを用いたブルーフェーズ型液晶表示装置により、
コントラスト、特に明所でのコントラストが大幅に向上する。それ以外でも、防眩性ハー
ドコート層の反射光の色ムラが著しく少なく、また、反射率が低く、平面性に優れている
ため、優れた視認性を有する高速表示可能な液晶表示装置である。
【実施例】
【０２５８】
　以下に実施例を挙げて本発明を具体的に説明するが、本発明はこれらに限定されるもの
ではない。
【０２５９】
　実施例１
　＜透明フィルム基材の作製＞
（粒子分散液）
　平均粒径０．２μｍ以上２．０μｍ未満であって透明フィルム基材との屈折率差が０．
０２以上０．３以下の粒子Ｘ　　　　　　　　　　　　　　　　　表１、表２記載
　エタノール　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８０質量部
　以上をディゾルバーで３０分間撹拌混合した後、分散を行い、粒子分散液を作製した。
【０２６０】
　粒子Ｘ（平均粒径、屈折率）
　Ｘ１：ケミスノーＭＰ（０．５μｍ、１．４９）
　Ｘ２：シーホスターＫＥ－Ｐ１０（０．１２μｍ、１．４３）
　Ｘ３：シーホスターＫＥ－Ｐ１５０（１．５８μｍ、１．４３）
　Ｘ４：フッ素含有ポリメチルメタクリレート（０．５５μｍ、１．４２）
　　　　（日本ペイント（株）製　Ｆ－１９１）
　Ｘ５：エポスターＳ１２（１．５μｍ、１．６６）
　Ｘ６：シーホスターＫＥ－Ｐ２５０（２．５０μｍ、１．４３）
（インライン添加液１の作製）
　チヌビン１０９（チバ・ジャパン（株）製）　　　　　　　　　　　１１質量部
　チヌビン１７１（チバ・ジャパン（株）製）　　　　　　　　　　　　５質量部
　メチレンクロライド　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１００質量部
　以上を密閉容器に投入し、加熱し、撹拌しながら、完全に溶解し、濾過した。さらに、
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セルロースアセテートプロピオネート（アセチル基置換度１．９、プロピオニル基置換度
０．８）６質量部を撹拌しながら加えて、さらに６０分間撹拌した後、アドバンテック東
洋（株）のポリプロピレンワインドカートリッジフィルターＴＣＷ－ＰＰＳ－１Ｎで濾過
し、インライン添加液１を調製した。
【０２６１】
　（ドープ液１の調製）
　セルローストリアセテート　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１００質量部
（Ｍｎ＝９５０００、Ｍｗ＝３２３０００、Ｍｗ／Ｍｎ＝３．４、アセチル基置換度２．
９　屈折率１．４８）
　トリメチロールプロパントリベンゾエート（脂肪族多価アルコールエステル）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５．０質量部
　エチルフタリルエチルグリコレート　　　　　　　　　　　　　　　５．５質量部
　メチレンクロライド　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４４０質量部
　エタノール　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４０質量部
　以上を密閉容器に投入し、加熱し、撹拌しながら、完全に溶解した上で、安積濾紙（株
）製の安積濾紙Ｎｏ．２４を使用して、あらかじめ異物等を濾過で十分に除去した。ここ
に、粒子分散液を５０質量部添加、混合しドープ液１を調製した。ドープ液１を１００質
量部に対し、濾過したインライン添加液１を２質量部加えて、インラインミキサー（東レ
静止型管内混合機　Ｈｉ－Ｍｉｘｅｒ、ＳＷＪ）で十分混合し、さらに金属メッシュフィ
ルターにて大きな異物を除去した上で、ベルト流延装置を用い、温度３５℃、１８００ｍ
ｍ幅でステンレスバンド支持体に均一に流延した。
【０２６２】
　ステンレスバンド支持体で、残留溶剤量が１２０％になるまで溶媒を蒸発させ、ステン
レスバンド支持体上から剥離した。剥離したセルロースエステルのウェブを４０℃で溶媒
を蒸発させ、１６５０ｍｍ幅にスリットした。
【０２６３】
　試料１～８では下記の鋳型により凹凸を付与した。
【０２６４】
　鋳型を設けたロール（中心線平均表面粗さＲａ＝１μｍ、凹凸間隔Ｓｍ＝２０μｍ）と
バックロールから構成される凹凸形成部で溶媒を含むフィルムを挟んでフィルムのＢ面（
ステンレスバンド支持体に接していた側をＢ面とし、その反対側をＡ面とする。）側に鋳
型を設けた熱ロールを押し当てて、Ａ面側にはバックロールを配置し、両ロール間を通す
ことによってＢ面側に凹凸を形成した。
【０２６５】
　凹凸形成部近傍には、除電ワイヤーを設置してフィルムの帯電を抑制した。
【０２６６】
　凹凸形成後、１１０℃、１２０℃の加熱ゾーンを多数のロールで搬送させながら乾燥を
終了させ、１４００ｍｍ幅にスリットし、フィルム両端に幅１５ｍｍ、平均高さ１０μｍ
のナーリング加工を施して巻き取り、セルロースエステルフィルムを得た。
【０２６７】
　試料９～１７では、平均粒径２．０μｍ以上１０．０μｍ未満の粒子Ｙをドープに添加
し、下記または表１、表２記載の延伸処理をおこなった。
【０２６８】
　なお、試料１６では、表１、表２に記載のように２種類のドープ液を２層構成となるよ
うに、ステンレスベルト上に全体膜厚が８０μｍとなるように共流延した。その際、ステ
ンレスベルト側が６０μｍとなるように調整した。粒子Ｙは、ステンレスベルト側と反対
側に含有させた。
【０２６９】
　テンターでＴＤ方向（フィルムの搬送方向と直交する方向）に１２０℃で１．１０倍に
延伸した。テンターで延伸を始めたときの残留溶剤量は３０％（貧溶媒比率は１０質量％
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以上）とした。
【０２７０】
　ステンレスバンド支持体の回転速度とテンターの運転速度から算出される剥離直後のＭ
Ｄ方向（フィルムの搬送方向と同一方向）の延伸倍率は１．００倍とした。巻き取ったセ
ルロースエステルフィルムの残留溶剤量は０．１％であり、平均膜厚は８０μｍ、巻数は
３０００ｍであった。
【０２７１】
　粒子Ｙ
　Ｙ１：エポスターＭＡ１００２（２．５μｍ）
　Ｙ２：エポスターＭＡ１００４（４．５μｍ）
　Ｙ３：エポスターＭＡ１００６（６μｍ）
　Ｙ４：エポスターＧＰＨ１００（１０μｍ）
　Ｙ５：エポスターＭＡ１０１５（１３μｍ）
　＜防眩性ハードコート層の作製＞
　以下の様にして、上記透明フィルム基材に下記防眩性ハードコート層、バックコート層
、を設け、実施例試料および比較例試料を作製した。
【０２７２】
　透明フィルム基材に、防眩性ハードコート層用塗布組成物１をダイコートし、８０℃で
乾燥した後、０．３０Ｊ／ｃｍ２の紫外線を高圧水銀灯で照射して、硬化後の膜厚が５μ
ｍになるように防眩性ハードコート層を塗設した。透明樹脂のみの屈折率は、１．４９で
あった。
【０２７３】
　この防眩性ハードコート層と反対側の面に、下記のバックコート層用塗布組成物１の液
をウェット膜厚６μｍとなるようにダイコートして、バックコート層を設け、セルロース
エステルフィルムに防眩性ハードコート層、およびバックコート層を設けた防眩性ハード
コートフィルム実施例試料１を作製した。
【０２７４】
　なお、試料によって変更した内容は、表１、表２に記す。
【０２７５】
　（防眩性ハードコート層用塗布組成物１）
　アセトン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３５質量部
　酢酸エチル　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３５質量部
　シクロヘキサノン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５質量部
　トルエン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５質量部
　ペンタエリスリトールトリアクリレート　　　　　　　　　　　　　　３０質量部
　ペンタエリスリトールテトラアクリレート　　　　　　　　　　　　　４５質量部
　ウレタンアクリレート　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２５質量部
　（商品名Ｕ－４ＨＡ　新中村化学工業社製）
　１－ヒドロキシシクロヘキシル－フェニル－ケトン　　　　　　　　　　８質量部
　（イルガキュア１８４　チバ・ジャパン（株）製）
　２－メチル－１－［４－（メチルチオ）フェニル］－２－モノホリノプロパン－１－オ
ン（イルガキュア９０７、チバ・ジャパン（株）製）　　　　　　　　　　８質量部
　上記防眩性ハードコート層用塗布組成物１には、更に表１記載のように、樹脂１００質
量部に対して、
　粒子１：粒子Ａを添加する場合　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５質量部
　粒子２：粒子Ｂを添加する場合　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２質量部
を各々添加した。
【０２７６】
　その他実施例および比較例で使用した粒子は下記を通りである。
【０２７７】
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　粒子Ａ：フッ素含有ポリメチルメタクリレート粒子（日本ペイント（株）製　Ｆ－１９
１　平均粒径０．５５μｍ　屈折率１．４２）
　粒子Ｂ：シリカ粒子（シーホスターＫＥ－Ｐ１００、平均粒径１．１０μｍ　屈折率１
．４３　日本触媒（株）製）
　（バックコート層用塗布組成物１）
　アセトン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３０質量部
　酢酸エチル　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４５質量部
　イソプロピルアルコール　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０質量部
　ジアセチルセルロース　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．６質量部
　平均粒径１６ｎｍのシリカ粒子２％アセトン分散液　　　　　　　　０．２質量部
　＜液晶表示装置としての特性評価＞
　以上作製した防眩性ハードコートフィルムを用いて、下記手順で偏光板を作製し、次い
で、該偏光板を用いる液晶表示装置を作製した。
【０２７８】
　〈偏光板の作製〉
　各防眩性ハードコートフィルムを偏光板保護フィルムとした偏光板を、以下のようにし
て作製した。
【０２７９】
　厚さ１２０μｍの長尺ロールポリビニルアルコールフィルムを、沃素１質量部、ホウ酸
４質量部を含む水溶液１００質量部に浸漬し、５０℃で５倍に搬送方向に延伸して偏光子
を作製した。
【０２８０】
　次に、この偏光子の片面に接着剤を用いて、上記作製した防眩性ハードコートフィルム
試料１に鹸化処理を施したのち、貼合した。
【０２８１】
　さらに偏光子のもう一方の面に鹸化処理した偏光板保護フィルムであるコニカミノルタ
オプト（株）製コニカミノルタタックＫＣ４ＵＥ（Ｒｏ＝０ｎｍ、Ｒｔ＝０ｎｍ）を貼り
合わせ、乾燥して偏光板Ｐ１を作製した。同様にして防眩性ハードコートフィルム試料２
～１７を用いて偏光板Ｐ２～Ｐ１７を作製した。
【０２８２】
　また、両面の偏光板保護フィルムを、コニカミノルタオプト（株）製コニカミノルタタ
ックＫＣ４ＵＥとするバックライト側偏光板を同様に作製した。
【０２８３】
　（液晶表示装置の作製）
　（液晶表示素子Ｄ－１の作製）
　ＪＣ１０４１（混合液晶、チッソ（株）製）を４８．２ｍｏｌ％、５ＣＢ（４－ｃｙａ
ｎｏ－４′－ｐｅｎｔｙｌ　ｂｉｐｈｅｎｙｌ、ネマチック液晶、メルク社製）を４７．
４ｍｏｌ％、ＺＬＩ－４５７２（カイラルドーパント、メルク社製）を４．４ｍｏｌ％混
合した物質ａを準備する。
【０２８４】
　続いて、
　物質ａ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９５．８質量％
　ＵＣＬ００１（ＤＩＣ社製）　　　　　　　　　　　　　　　　　　３．０質量％
　ＲＭ２５７（メルク社製のジアクリレートモノマー）　　　　　　　１．０質量％
　ＤＭＰＡＰ（アルドリッチ社製、２，２－ジメトキシ－２－ペンチルアセトフェノン）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．２質量％
　上記割合で混合し、透明な２枚のガラス間に注入した。但し２枚のガラスのうち、１枚
には各画素ごとに第１および第２の電極を、特開２００５－２０８６０９号公報実施の形
態１に準じ形成し事前に設けた。
【０２８５】
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　このガラス基板に挟まれた液晶媒質を５８℃に保持し、その状態で紫外線照射を施し、
ブルー相を光重合高分子で安定化させ、液晶表示素子Ｄ－１を得た。Ｄ－１の反射スペク
トル測定を行った結果、Ｒ４００／Ｒ５５０＝１２．５であった。
【０２８６】
　上記作製した各偏光板を、本発明の防眩性ハードコートフィルムを視認側になるように
液晶セルに貼合し、液晶セルの反対側には上記バックライト側偏光板を貼合し、本発明の
表示特性評価を行った。
【０２８７】
　なお、両偏光板は、偏光子の吸収軸が直交するクロスニコルの状態となるように配置し
た。
【０２８８】
　〈評価〉
　（透明フィルム基材のヘイズ）
　上記作製した各々の透明フィルム基材について、２３℃、５５％ＲＨの空調室で２４時
間調湿した各々試料１枚をＪＩＳ　Ｋ－７１３６に従って、ヘーズメーター（ＮＤＨ２０
００型、日本電色工業（株）製）を使用して測定した。
【０２８９】
　透明フィルム基材の内部ヘイズ、表面ヘイズは、以下の手順で測定した。
（１）透明フィルム基材の表面に、片面にアクリル系粘着剤が塗布された粘着剤付ポリエ
チレンテレフタレートフィルムを貼り付け、貼付けたもの全体について、全ヘイズ値Ｈ０
を測定する。
（２）別途、アクリル系粘着剤が塗布された粘着剤付ポリエチレンテレフタレートフィル
ムのみの全ヘイズ値Ｈｔを測定し、先に測定したＨ０からＨｔを引いた値を内部ヘイズ値
Ｈｉとした。（Ｈｉ＝Ｈ０－Ｈｔ）
（３）上記（１）で測定した全ヘイズ（Ｈ）から上記（３）で算出した内部ヘイズ（Ｈｉ
）を引いた値をフィルムの表面ヘイズ（Ｈｓ）として算出した。（Ｈｓ＝Ｈ－Ｈｉ）
　（防眩性ハードコート層の表面ヘイズ）
　表面ヘイズの測定は以下の手順に従って測定した。
【０２９０】
　表面ヘイズは２３℃、５５％ＲＨの空調室で２４時間調湿した各々試料１枚をＪＩＳ　
Ｋ－７１３６に従って、ヘーズメーター（ＮＤＨ２０００型、日本電色工業（株）製）を
使用して測定する。
（１）ＪＩＳ－Ｋ７１３６に準じてフィルムの全ヘイズ値（Ｈ）を測定する。
（２）フィルムの防眩性ハードコート層側の表面および裏面にシリコーンオイルを数滴添
加し、厚さ１ｍｍのガラス板（ミクロスライドガラス品番Ｓ　９１１１、ＭＡＴＳＵＮＡ
ＭＩ製）を２枚用いて裏表より挟んで、完全に２枚のガラス板とフィルムを光学的に密着
させ、表面ヘイズを除去した状態でヘイズを測定し、別途測定したガラス板２枚の間にシ
リコーンオイルのみを挟みこんで測定したヘイズを引いた値をフィルムの内部ヘイズ（Ｈ
ｉ）として算出する。
（３）上記（１）で測定した全ヘイズ（Ｈ）から上記（２）で算出した内部ヘイズ（Ｈｉ
）を引いた値をフィルムの表面ヘイズ（Ｈｓ）として算出する。
【０２９１】
　（コントラスト）
　液晶表示装置を、ＥＬＤＩＭ社製ＥＺ－ｃｏｎｔｒａｓｔによりコントラストを測定し
た。コントラストは、液晶セルの白表示と黒表示時のコントラストを算出した。
【０２９２】
　コントラストの評価ランク
　○：８５０以上
　△：７００以上、８５０未満
　×：７００未満
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　（明所での視認性）
　液晶表示装置を、日中の駅構内に設置し、画面の視認性を評価した。
【０２９３】
　○：黒がしまって見え、鮮明である
　△：黒のしまりがなく、鮮明さがやや低い
　×：黒のしまりがなく、鮮明さが低い
　防眩性ハードコートフィルムの構成、及び評価の結果を表１、２に示す。
【０２９４】
【表１】

【０２９５】
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【表２】

【０２９６】
　表１および２に記載のように、本発明の防眩性ハードコートフィルムを使用した液晶表
示装置は、コントラスト、及び明所での視認性に優れた特性を示した。
【０２９７】
　実施例２
　＜防眩性反射防止フィルムの作製＞
　実施例１で作製した防眩性ハードコートフィルム１～１７の防眩性ハードコート層の上
に、下記低屈折率層塗布液１をダイコートし、５０℃で６０秒乾燥した後、酸素濃度０．
１％の雰囲気下、高圧水銀灯で３００ｍＪ／ｃｍ２の紫外線を照射し、更に１３０℃で６
０秒熱処理を行って膜厚が１００ｎｍになるように低屈折率層を設け、防眩性反射防止フ
ィルム１～１７を作製した。
【０２９８】
　なお、防眩性反射防止フィルム１７は、低屈折率層の塗布前に、１規定の水酸化ナトリ
ウム水溶液で４５℃、２分間の表面処理を行った。
【０２９９】
　（低屈折率層塗布液１）
　プロピレングリコールモノメチルエーテル　　　　　　　　　　　　４３７質量部
　イソプロピルアルコール　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３４７質量部
　酢酸　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３．００質量部
　加水分解物Ｂ（固形分８．６％換算）　　　　　　　　　　　　　　１６５質量部
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　γ－メタクリロキシプロピルトリメトキシシラン（ＫＢＭ５０３、信越化学工業社製）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１．２５質量部
　α－ブチル－ω－［３－（２，２－ビス（ヒドロキシメチル）ブトキシ）プロピル］ポ
リジメチルシロキサン（ＦＭ－ＤＡ２１　チッソ株式会社製）　　　１．０５質量部
　アルミニウムエチルアセトアセテート・ジイソプロピレート（川研ファインケミカル社
製ＡＬＣＨ）のイソプロピルアルコール希釈液（固形分１０％）　　２．２５質量部
　ＦＺ－２２０７（１０％プロピレングリコールモノメチルエーテル溶液、東レ・ダウコ
ーニング社製）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２．４０質量部
　〈加水分解物Ｂの調製〉
　テトラエトキシシラン１４７ｇ（商品名：ＫＢＥ０４、信越化学工業社製）にエタノー
ルと酢酸水溶液を添加して５００ｇとし、室温（２５℃）にて１５時間攪拌して加水分解
物を調製した。シランの縮合物の重量平均分子量Ｍｗは８００であった。
【０３００】
　この時点で、ＥＬＣＯＭ　ＫＯ－１０２５ＳＩＶ（触媒化学工業（株）製のイソプロピ
ルアルコール分散中空シリカ粒子、固形分２０％）５８８ｇを混合し、更に２時間攪拌し
て、最後に溶媒を留去し濃度を調整し加水分解物Ｂを調製した。
【０３０１】
　加水分解物Ｂの中空シリカ粒子を混合するのと同時に、α－ブチル－ω－［３－（２，
２－ビス（ヒドロキシメチル）ブトキシ）プロピル］ポリジメチルシロキサン（ＦＭ－Ｄ
Ａ２１　チッソ株式会社製）１．０５質量部も混合した。
【０３０２】
　防眩性反射防止フィルム１～１７を用いて、実施例１と同様にして偏光板、液晶表示装
置を作製し、実施例１のコントラスト、明所での視認性と同じ評価をしたところ、本発明
の防眩性反射防止フィルムを用いた液晶表示装置は、コントラスト、及び明所での視認性
が更に向上することが分かった。また、低屈折率層を塗布する前に鹸化処理を行った防眩
性反射防止フィルム１７は、偏光板加工時に傷が付きにくかった。
【図面の簡単な説明】
【０３０３】
【図１】本発明に用いられる鋳型ロールを用いた凹凸面形成装置の概略図である。
【符号の説明】
【０３０４】
　Ｆ　フィルム
　１　ダイス
　２　流延用ベルト
　３　凹凸面形成用鋳型ロール
　４　バックロール
　５　テンター
　６　フィルム乾燥装置
　７　巻き取りロール
　１０　静電気除去装置
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